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○岸井座長 それでは，定刻となりましたので，ただいまから独占禁止法研究会の第

12回会合を開催します。 

 会員の皆様におかれましては，本日も御多忙のところお集まりいただき

ありがとうございます。昨年に引き続きまして，本年もよろしくお願いい

たします。 

 なお，本日，柳川会員及び若林会員におかれましては，所用のため御欠

席です。また，及川会員は，所用のため遅れての御出席となる予定です。 

 さて，前回，会員の皆様に御了承いただいたとおりですが，本会合から，

これまでの研究会における検討内容を踏まえて，事務局において作成して

もらいました報告書（案）を参考として，報告書を取りまとめるための検

討を進めていただきたいと考えております。 

 具体的な検討方法について，私の方から提案させていただきますけれど

も，まず，報告書（案）の構成や全体の項目に共通する問題など，報告書

（案）の全体的な枠組みについて検討し，その後，個別の論点について報

告書（案）に記載されている順に検討を進めるという形で進めたいと思い

ます。 

 報告書（案）は大部でありまして，重要な論点やこれまでの意見が集約

されていない論点等もございますので，個別の論点の検討は３回程度に分

けて進めたいと考えております。 

 例えばの提案ですけれども，今回は，報告書（案）の第１から第３の７

「課徴金の加減算」までで，次回は，第３の８から第３の14「新制度に見

合った手続保障」までという形で検討を進めてはどうかと考えております。 

 「新制度に見合った手続保障」については，いろいろ論点も多岐にわた

りまして，十分な検討時間が必要と考えられますので，次々回にも引き続

き検討を行って，次々回の最後に，第３の15の「制度全体でみた場合の体

系的な検証」ということで，これはまだ報告書（案）では，本研究会の検

討を経た上で記載という形になっておりますが，最終検証を行って，それ

で話がまとまりましたら，報告書の取りまとめということにしてはどうか

と考えております。 
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 もちろん検討が終わらなければ，必要に応じて会合を追加してはどうか

と考えておりますが，今までも何回も議論してきましたので，いつまでも

検討を続けるというわけにはいきませんし，時間をかければ意見がまとま

るというわけでもありませんので，基本的には，本会合を含めてあと４回

で報告書（案）の検討を終えるという形でどうかと考えています。 

 今，私から提案させていただいた進め方でよろしければ，本日は報告書

（案）の全体像の検討に続けて報告書（案）の第１から第３の７「課徴金

の加減算」，報告書（案）でいくと６頁から34頁までの検討を終えたいと思

いますので，時間内に議論が終わらなければ，少し時間を延長したいと考

えております。それでも，どうしても検討が終わらないということであれ

ば，次回に繰り越すということも考えています。 

 以上，私からの提案ですが，今後の検討の進め方について，何か御意見

がありましたら遠慮なくどうぞ。よろしいですか。 

 それでは，こういう形で進めていくということでお願いいたします。ま

た，検討に入る前に，本日の配布資料の報告書（案）について，事務局か

ら簡単に御説明いただきたいと思います。 

 ではお願いします。 

○向井参事官 事務局の向井です。 

 それでは，本日配布しております「独占禁止法研究会報告書（案）」に沿

って説明させていただきたいと思います。 

 報告書（案）の構成ですが，本体資料と，その後に参考資料集がござい

ます。そのほか，別添ですが，昨年の夏に行いました論点整理に対する意

見募集についてまとめております。 

 まず，参考資料集ですが，大部な資料になっております。こちらにつき

ましては，基本的に今までの研究会の各会合において事務局から提出させ

ていただきました参考資料を編集して掲載しております。 

 参考資料はこれまで提出した資料と若干違っている部分があります。そ

れは何かといいますと，字句の修正や，データの整理などをいたしまして，

それらを反映した形で，参考資料を編集しておりますので，各会合に提出

した資料とは若干異なるものとなっております。 
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 そして，本体の報告書（案）です。こちらにつきましては，先ほど座長

から御説明がありましたように，昨年の12月の最後の会合において一定の

方向性で取りまとめが行われましたが，その内容を踏まえて，事務局とし

て会合での議論をまとめたものです。 

 各頁の内容について，簡単に説明させていただきたいと思います。 

 構成といたしましては，まず第１「はじめに」では，本研究会を開始し

た目的を記載しております。 

 第２は総論パートになります。こちらについては，二つに分かれており

まして，まずは課徴金制度の見直しの必要性についてです。将来の法改正

を念頭に置いた議論を行ったということですので，どのような問題が発生

しているのか，かかる問題に対して立法で対処する必要性があるのかとい

った立法事実について記載しています。 

 それを踏まえまして，この研究会として，どういう形で課徴金の見直し

をするのかということについて取りまとめております。 

 その後，第３は具体的な制度設計です。これまでの研究会の会合におき

ましては，まず各論につきまして，現行課徴金制度の問題点を解消するた

めにどういう対応が考えられるのかを検証いたしまして，その後，法的位

置づけを検討するという整理をいたしましたが，現在，事務局でまとめて

おります報告書（案）では，まずは，法的位置づけを冒頭に持ってきてお

ります。 

 それを踏まえた形で各論についてどのような問題解消措置や改正の方向

性があるのかということを取りまとめるという内容になっております。 

 そして，課徴金制度の見直しに応じた「新制度に見合った手続保障」に

ついて，第３の14に書いております。 

 そして最終会合で御議論いただくことになるかと思いますが，「制度全体

でみた場合の体系的な検証」ということで，我が国の法体系と整合してい

るのか，予見可能性が確保されているのか，機動的な制度になっているの

か等を最終的に確認するという構成になっています。 

 本日は，先ほど座長から御提案がございましたように，「課徴金の加減算」

までについて説明させていただきまして，御議論いただければと思います。 
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 それでは本文の内容に入ります。まず６頁目です。 

 ６頁目は，「第１ はじめに」でございまして，なぜこういう研究会を開

始したのかということを書いています。 

 続きまして，７頁，８頁目です。 

 こちらは，課徴金制度の見直しの総論部分です。まずは課徴金制度の見

直しの必要性ということで，現行課徴金制度においてどのような問題が発

生しているのかをまとめております。 

 これにつきましては，既に論点整理でも説明しておりますので，詳細な

説明は省略いたしますが，１点目の問題としては，硬直的な算定・賦課方

式などが原因で，経済活動のグローバル化・多様化・複雑化などに機動的

に対応できておらず，適正な課徴金の額が事案に応じて算定・賦課できて

いないのではないかという問題が記載されております。 

 ２点目が，調査協力インセンティブの欠如です。現在でも，課徴金減免

制度が存在するわけですが，一定以上の調査協力インセンティブが生じず，

不十分なものとなっているという問題が起きているのではないかというこ

とです。 

 ３点目が，現行課徴金制度が国際標準から乖離していることにより，問

題が生じているのではないかということです。制度自体の問題もあります

し，更には課徴金の水準が諸外国と比べて低いことによる問題もあるので

はないかということです。 

 この研究会では，このような問題を解消するために，検討を行ってきた

という形でまとめております。そして，このような必要性を踏まえて，課

徴金の見直しの方向性を，９頁，10頁に記載しております。全体を通じま

して，本研究会としての考え方の概要を枠囲みで記載しておりまして，具

体的な論述をその下に記載するという構成になっております。 

 まず，見直しの方向性といたしまして，諸外国の制度の現状を検証して

おります。諸外国の制度は，当局に広範な裁量を認め，個別の事情に対応

して，柔軟に課徴金を算定・賦課することが可能な制度になっています。 

 そのため，我が国で生じているような問題は生じていないということで

す。 
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 一方で，我が国の現行の課徴金制度がどうなっておるかといいますと，

硬直的な制度となっており，企業形態のグローバル化・多様化・複雑化，

事業活動の変化に対して柔軟に対応できていないという問題があります。 

 そうしますと，課徴金の算定・賦課に一定の柔軟性を認めるような制度

設計というのも考えられるのではないかということです。柔軟性とは何か

ということを具体的に申し上げますと，例えば政省令によって委任する制

度や，公正取引委員会の専門的知見により事案に応じて個別に判断すると

いうやり方があるのではないかということです。 

 他方，従来，課徴金制度では行政庁の裁量が認められないのではないか

という議論がありました。 

 これにつきまして，本当にそうなのかということを，この検討会では会

員の皆様，更には有識者からのヒアリングも含めて，検証しました。 

 研究会としては，裁量的な課徴金制度を認めないというのは，特段，憲

法上の制約があるからではなく，政策判断によるものという整理がなされ

ました。 

 一方で，広範な裁量を認める制度になりますと，場合によっては課徴金

が刑事的な性格を帯びるという問題から，一定の制約があるのではないか

ということです。 

 ということで，この研究会の進め方といたしましては，現行の課徴金制

度にどういう問題があり，それをどのように解消するか検討し，更にはそ

の時に留意するものとして，事業者と公正取引委員会が協力して，効率的・

効果的な実態解明・事件処理を行う領域を拡大するという視点も必要では

ないかということで，まとめております。 

 こちらは，課徴金の法律論とも絡みますので，若干，詳細に説明させて

いただきたいと思います。 

 11頁の上に，諸外国の標準的な制裁金制度の概要を記載しております。 

 諸外国の制度の特徴としては，当局に広範な裁量があるということです。

それにより，個別の事案に応じまして，柔軟な対応ができますので，我が

国の硬直的な課徴金制度の下で生じている問題は起こりにくいということ

です。 
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 競争法の性質につきましては，諸外国も日本も同様であり，複雑・流動

的な取引を対象としておりますので，そういうものを予測しながら，行政

措置の内容をあらかじめ決めるという制度設計は難しいのではないかとい

うことで，個別の事案に応じまして，専門的知見による判断が尊重される

分野ではないかということです。 

 他法令でも，金銭的不利益処分の内容を行政庁の判断に委ねている例も

あり，我が国の制度設計上，不可能ということではありません。 

 一方で，独占禁止法における課徴金制度の歴史的な経緯をみますと，昭

和52年に導入されたわけですが，一定の制約がございました。 

 その制約とは，違反行為者が得た不当な経済的利得の水準を上回らない

範囲で，一律かつ画一的な算定方法により算定した額を不当利得と擬制し，

これを義務的に課すという制度です。 

 過去の議論では，課徴金の水準をどうするのか，裁量を認めないのか，

そういうものが制約条件としてありまして，特に刑事罰との関係で，二重

処罰の問題を回避するためにそうした制約条件が設定されております。 

 しかしながら，平成17年の改正におきまして，課徴金の水準につきまし

ては，違反行為の抑止のためには不当利得を超えて金銭を徴収する必要が

あるとの観点から，不当利得を超えてはいけないという制約はなくなって

おります。 

 一方で，現時点でも非裁量的な制度は維持されております。これが今後

の制度設計においても，制約となるかどうかにつきましては，裁量的な課

徴金制度になりますと，場合によっては刑事罰に近くなるということで，

裁量を今まで認めてこなかったということでございまして，これも飽くま

で憲法上の制約があるということではなく，制度設計を謙抑的に設計する

という政策判断によって，このような判断が行われてきたのではないかと

いうことです。 

 このような見解を補強するために，本研究会でヒアリングを行ったり，

過去の裁判例を調べたわけですが，過去の裁判例を見ましても，「課徴金制

度は，違反行為者が得た不当な利得の剥奪を直接の目的とするものではな

く，飽くまでも違反行為の摘発に伴う不利益を増大させて，その経済的誘
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引を減少し，違反行為の予防効果を強化することを目的とする行政上の措

置」ということです。 

 この行政上の措置につきまして，専門家である憲法学者，刑法学者，行

政法学者に本研究会でヒアリングを行ったところ，裁量が入ることで，直

ちに違憲となるというわけではないとのことでした。一方で，このような

制約は行政の恣意的な判断を排除するという仕組みとして重要な役割を担

っているという意見がありました。 

 以上を踏まえますと，我が国においても，裁量的な課徴金制度は，憲法

上の制約によって認められないというわけではないということです。 

 一方で，懸念としては，行政事件訴訟法の第30条を見ますと，「行政庁の

裁量処分は，裁量権の範囲を越え，又はその濫用があった場合に限り，裁

判所は，その処分を取り消すことができる」と規定されておりますので，

裁量的な課徴金制度になりますと，司法審査が及ばないのではないかとい

う議論があるわけです。 

 他方で，こういう裁量を認めた場合であっても，運用基準を策定して公

表した場合には，裁判所は当該運用基準に従って処分がなされたか否かと

いう公正取引委員会の判断過程について司法審査を行うことができる，つ

まり，司法審査の密度が高まりますので，公正取引委員会の恣意的な運用

は排除できるのではないかということです。 

 しかしながら，（８）の「ただし」以下に記載がありますが，そのような

制度設計であったとしても，やはり刑事上の責任を問うような性格のもの

になりますと，二重処罰等の憲法上の問題が出てくるということです。 

 他方，仮に刑事罰を廃止して，諸外国のように当局に広範な裁量を認め

る行政制裁金制度を導入したとしますと，その制度の性格が仮に刑事上の

責任を問うものに近くなった場合，その制度を運用するための手続を，例

えば刑事手続のように重くしないと，憲法上の問題が生じ得るのではない

かといった問題もございまして，機動的な運営ができなくなってしまうの

ではないかという懸念もあるわけです。 

 そうしますと，制度設計に当たっては，こういう問題を回避するために，

課徴金の水準，算定・賦課に係る考慮要素，どこまで公正取引委員会の専
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門的知見による判断に委ねるのかといったところの範囲について，配慮す

る必要があります。 

 また，政策判断としては，昭和52年に課徴金が導入され，約40年間に渡

って今の制度で運用されてきておりますので，制度の安定性・一貫性，そ

ういうものも一定の配慮が必要ではないかということです。 

 （10）ですが，政策論といたしまして，現在ある問題を解消するために，

法制度上は広範な裁量を導入することも可能かもしれませんが，今ある問

題を解消するという観点からは，どこまでの制度改正が必要なのかという

ことも検討が必要ということです。 

 さらには刑事罰との関係ですが，現在，独占禁止法違反行為を行った法

人に対する刑事罰の適用が定着している中で，刑事罰を廃止して，当局に

広範な裁量が与えられている諸外国のような制度設計を導入するというの

は，必ずしも最適な方法と言えないのではないかということです。 

 以上が，これまでの研究会で御議論いただいたものの整理です。 

 これらを踏まえますと，研究会では，公正取引委員会による適正な課徴

金制度の運用を確保する制度や憲法上の要請，我が国の法体系・法理論を

踏まえた制度設計とすること，機動的・効率的な運用が必要という課徴金

制度の性格などを配慮いたしまして，制度設計を検討していくことになり

ます。その際には，現在生じている問題を特定し，それをどう解消するの

かという観点から検討していこうということです。 

 その他の視点としては，事業者と公正取引委員会が協力しながら実態解

明を図るという領域も拡大できるように留意することも必要ということで

す。 

 以上のように，今までの研究会の議論としては，法理論上どうなのか，

政策上どうなのかというところを踏まえまして，具体的な制度設計をしよ

うという議論がなされたというところです。 

 次に16頁です。 

 具体的な制度設計におきまして，まず課徴金の法的位置づけは何なのか

ということです。 

 この研究会では，課徴金とは何かということにつきまして，過去の国会
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答弁，裁判例等を踏まえますと，「違反行為を抑止するために行政庁が違反

行為者等に対して不当利得相当額以上の金銭的不利益を課す」というのが，

課徴金の性格と整理できるのではないかということです。 

 したがって，不当利得に縛られるということではなく，違反行為の抑止

という制度目的を達成する観点から，違反行為の抑止に不十分と認められ

るような場合には，制度設計の見直しができるのではないかという整理で

す。 

 こちらにつきましては，従来，不当利得を剥奪するというのが，独占禁

止法上の課徴金の性格ではないかという議論があったわけですが，この研

究会としては，課徴金は違反行為を抑止するための措置であり，不当利得

につきましては，飽くまで課徴金が違反行為の抑止に必要な範囲を超えて

過大な措置とならないよう，課徴金の水準を設定するためのメルクマール

だという考え方で，整理されてきたということです。 

 さらには課徴金につきましては，違反行為を抑止するための実効性を確

保するための行政上の措置として，必要かつ最適な手段と考えられるとい

うことで，正当性があるのではないかという議論がなされたということで

す。 

 以上を踏まえまして，課徴金の算定基礎と制度設計につきまして，研究

会で議論がなされております。 

 まずは，算定基礎となる売上額の範囲について，各論会合において議論

がなされてきたということです。 

 これにつきましては，算定基礎については原則として法定化するという

ことで，この研究会で多数の会員の賛同を得たと考えております。そして

課徴金を課す場合の算定の基礎をどうするのかということについては，大

きく分けて３点の論点があります。 

 まず，現行，課徴金の算定基礎となる売上額は「当該商品又は役務」の

売上額ということになっておりますので，違反行為の対象商品・役務の範

囲を画定しまして，その範疇に入っている商品・役務の売上額を計算いた

します。 

 しかしながら，その中におきましても，実際には違反行為の拘束を受け



 

 -11-

ず，又は具体的な競争制限効果が発生していないものにつきまして，課徴

金の算定の段階で，算定基礎から外すという解釈・運用がなされてきまし

た。 

 課徴金額を不当利得になるべく近づけようということで，こういう制度

設計や運用がなされてきたわけですが，こういう運用をしますと，例えば

個別の商品とか，談合でいいますと個別の受注調整について，それぞれど

のような調整過程があったとか，その商品はどのような特徴があるのかと

いう子細な調査が求められるということです。 

 そうしますと，事業者と公正取引委員会の双方に負担が掛かるのではな

いかという問題意識です。すなわち，簡易・迅速に課徴金を算定しようと

いう制度設計からしますと，よりシンプルな制度が望ましいのではないか

ということでして，例えば，具体的な競争制限効果があるかないかという

ことを認定せずに，一定の取引分野におきまして，違反行為者が供給した

全ての商品・役務の売上額をベースに，課徴金を課すという制度設計をし

てはどうかということです。 

 ２点目が，売上額がないケースです。 

 これにつきましては，売上げがなくても，違反行為による利得が観念で

きる場合が多数あるわけです。例えば，国際市場分割カルテルであったり，

入札に参加して，自らは落札しないものの，他社に落札させるために協力

することによって何らかの見返りを得るというようなものもあるわけです。 

 現行の課徴金制度は，そういうものを想定していない制度設計になって

おりますので，不当利得を観念し得る事例を法定化いたしまして，対応し

てはどうかという議論です。 

 しかしながら，全ての類型を法定化できるということではありませんの

で，例えば後から政省令等で追加できるような制度設計をしてはどうかと

いうことです。 

 ３点目として，課徴金の算定基礎となる売上額に重複があるような場合

には，課徴金額が違反行為の抑止の観点から過大になるケースもあります

ので，それをどうするのかという議論がなされたわけです。 

 課徴金額が過大になる場合とは，いろいろなケースがあり得ますので，
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ここは公正取引委員会の専門的知見による判断で，課徴金額を減らせると

いうような制度設計にしてはどうかということです。 

 一方で，予見可能性，透明性を確保するために，どういう場合に課徴金

の算定基礎とする売上額を控除できるのかを運用基準で明らかにしてはど

うかという議論があったということです。 

 続きまして，23頁の算定期間です。 

 算定期間は，現在，３年間までで限定されております。昭和52年の課徴

金制度の導入当初は算定期間の上限が設けられていなかったものの，平成

３年の改正におきまして，３年間という限定が付きました。 

 当時の立法事実としては，課徴金対象違反行為の実行期間は，平均する

と約１年２か月，さらには３年を超えるものがほとんどなかったというこ

とで，算定期間の上限が３年でも十分と考えられたということです。 

 一方で，現在はどうかといいますと，課徴金対象違反行為の平均は約４

年。長いものですと10年に近いものもあります。そうしますと，算定期間

の上限が３年ですと，違反行為のやり得が生じてしまうということです。 

 このため，算定期間の延長又は撤廃については，多くの会員の賛同を得

たと思っております。他方で，24頁に挙げておりますが，課徴金の計算が

不可能な事態を生じさせないという観点からは，例えば他法令の帳簿書類

保存義務期間等に着目してもいいのではないかということで，一つの例と

いたしまして，例えば会社法では，10年間の会計帳簿の保存義務があると

いうことですので，公正取引委員会が調査を開始，つまり，具体的には立

入検査をした時点から，10年前までの会計帳簿があるはずですので，それ

を算定のスタートとして計算することは可能ではないかということです。 

 一方で，期限を限定しないという方法もあります。その場合には，算定

が容易になるように，例えば，過去数年間の売上げの平均に違反行為期間

を乗ずるという方法もあるのではないかということです。これについては，

いずれの方式がいいのかということは，今後，研究会で議論を深めていた

だければと考えております。 

 24頁の「エ」につきまして，これはどういうものかといいますと，最近，

企業の再編が一般的に行われています。それに対応した形で，算定期間も
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考える必要があるのではないかという趣旨です。 

 これは具体的にいいますと，例えばＡ社，Ｂ社，Ｃ社の３社のカルテル

があったといたします。立入検査をした時点で，このカルテルが10年続い

ていたとします。Ａ社，Ｂ社につきましては，会社組織を変えずにカルテ

ルをしていたものの，Ｃ社については，７年前に子会社のＣ’社からカル

テル対象事業を譲り受けていたとします。また，Ｃ社においても，その譲

り受けた事業につきまして，カルテルが引き続き行われていたとします。 

 そうしますと，Ａ社，Ｂ社については10年分の課徴金が課される一方，

Ｃ社については，法人単位でみますと，７年前の事業譲渡の時点から違反

行為に参加したことになりますので，課徴金も７年分になり，Ｃ’社につ

いては事業譲渡時の７年前に違反行為が終わっていますので，課徴金を課

すことができません。なぜＣ’社に課徴金を課せないかといいますと，現

行は除斥期間がありますので，違反行為が終了してから５年たちますと，

命令が出せませんので，Ｃ’社には課徴金納付命令が出せないということ

になります。 

 つまり，同じような違反行為を行っていたにもかかわらず，Ｃ社及びＣ’

社については，組織再編があったことにより，企業グループ全体で７年分

の課徴金しか課されません。 

そうしますと，何の手当てもしなければ，Ｃ社グループについては７年

間分の課徴金しか課されませんが，同じような行為をしていたものの，企

業再編をしなかったＡ社グループ，Ｂ社グループについては10年間分の課

徴金が課されるということになります。そういった平等ではない取扱いが

生じる可能性がありますので，何らかの手当てが必要ではないかという問

題意識です。 

 続きまして，25頁です。 

 算定期間につきましては，カルテルと，私的独占のうち支配型につきま

しては，違反行為期間とは別に，実行期間を認定いたしまして，それで算

定する制度となっております。 

 なぜそうなっているかといいますと，やはり可能な限り現実に得た不当

利得に近づけようという発想があったということです。 
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 これにつきましても，必ずしも現実に得た不当利得に正確に近づけるよ

うな制度設計をすべき憲法上の要請はありませんので，簡易・迅速な制度

にしようという観点からいいますと，実行期間を別途定める必要性はない

のではないかということです。 

 現行でも，排除型私的独占につきましては，違反行為期間を基準として

課徴金を算定するという制度設計になっており，それも参考にできるので

はないかということです。 

 続きまして，課徴金の基本算定率です。 

 これにつきまして，現行は10％となっており，平成17年に６％から10％

に引き上げられております。 

 これは何度も説明しておりますが，８％を不当利得相当額として設定さ

れたものです。９割の事件で８％以上の不当利得があったということで，

８％をベースとしたということです。一方で，実は平均で見ますと不当利

得は平成17年当時で16.5％ということでしたので，かなり謙抑的に８％と

いうベースを決めたわけです。 

 ８％をベースと決めまして，抑止の観点から，不当利得を上回るものと

いうことで，25％上乗せして10％にしたわけです。 

 違反行為による不当利得相当額が近年ではどうなっているかといいます

と，平均につきましては，平成17年の改正時には16.5％だったものが，最

新のデータでいいますと13.5％となっています。 

 今まで課徴金の算定率は10％と謙抑的に設定されてきたわけですが，平

均値を見ても，不当利得を剥奪できていないという問題があるということ

です。 

 各国と比較しますと，この課徴金算定率の水準は低いのではないかとい

う議論も行われたということです。 

 そういう議論も踏まえまして，今後どうするのかということを研究会で

さらに御議論していただくことになろうかと思います。 

 課徴金額の水準自体を引き上げるべきという議論もありましたので，そ

の方法につきましては，算定期間を延長することや，基本算定率を引き上

げることなどを併せて検討しながら，水準を引き上げてはどうかというこ
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とです。 

 一つのやり方といたしましては，例えば課徴金の算定期間を10年に延長

して，算定率は10％というやり方もありますし，日弁連の意見書の中にあ

りました，例えば算定期間を５年として，算定率を20％にするというよう

な方法などいろいろな組合せがあるのではないかと思います。 

 続きまして，業種別算定率です。 

 こちらにつきましては，元々，卸・小売というのは利益率が低いのでは

ないかということで，こういう制度が導入されております。しかしながら，

実際，独占禁止法を適用しますと，違反行為の対象となった取引単位で，

当該取引に係る事業活動が卸か小売かというふうに認定しているわけです。 

 また，卸と見られるような取引につきまして，不当利得を推計しますと，

余り平均と変わりません。そしてさらには，何が卸なのか小売なのかとい

うことについて，現在は複雑な認定が求められており，多大なコストが掛

かっているということです。 

 そうしますと，現状におきまして，立法事実として，業種別算定率を特

別に残しておくという必要性もないのではないかということが，研究会の

中の多くの会員の意見だったと思います。 

 一方で，実態として，業種別算定率の恩恵を受けておりますのが，企業

グループで一体的に事業活動を営んでいる場合の販売会社だということで

す。このため，例えば企業グループ全体で卸・小売を判断するという制度

設計も，意見としてあったわけですが，違反行為の対象となった事業活動

を基にグループ企業単位で卸・小売を認定するとすれば，更に認定が複雑

になってしまいます。仮にそのような制度設計にすると，卸・小売の認定

を公正取引委員会の専門的知見による判断に委ねるというような制度設計

にしない限りは，簡易・迅速な処理ができないのではないかということで

す。 

 ただし，そういうものについて，公正取引委員会の専門的知見による判

断に委ねるような制度設計ができるのかどうかということが問題だと思い

ます。 

 続きまして，中小企業算定率です。 
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 こちらにつきましては，昨今の実績を見ますと，算出した不当利得の平

均で見ますと，余り全体と変わらないということです。 

 一方で，やはり中小企業が置かれている立場は厳しいのではないか，さ

らには会社全体の売上げに占める課徴金の比率を見ますと，大企業に比べ

てその割合が高くなっています。そうすると抑止にも資するのではないか

ということで，中小企業については，軽減率を残していいのではないかと

いう議論があったと思います。 

 他方で，大企業グループに属する場合には，定義上，中小企業に該当し

たとしても，そこは考慮する必要がないのではないかということで，そう

いうものを中小企業算定率の適用対象から除外することが必要ではないか

ということです。 

 続きまして，最後ですが，課徴金の加減算です。 

 今，加減算しておりますのは，違反行為から早期に離脱した場合には課

徴金を20％減額し，違反行為を繰り返した又は違反行為を主導した場合に

は，課徴金を50％増額するという制度になっております。 

 最初の早期離脱につきましては，自発的に違反行為をやめていただく事

業者というのは，通常は課徴金減免制度を使うことになりますので，そち

らに取り込んだ上で，廃止するのがよいのではないかということです。 

 現行制度上，早期離脱の恩恵を受けておりますのは，違反行為を自主的

にやめるのではなく，たまたま入札資格がなくなってやめるというもので

すので，そういう場合まで課徴金を20％減額することは，元々，早期離脱

に対する軽減算定率を導入した趣旨に反しているのではないかということ

です。 

 繰り返し違反・主導的役割につきましても，現行，これを変える理由も

ございませんので，維持していいのではないかということでした。 

 一方で，繰り返し違反につきましては，先ほども説明いたしましたが，

現在では，企業グループ内の再編が多く行われておりますことから，場合

によっては，グループ全体で繰り返し違反を判断するということもあるの

ではないかということで，検討課題として挙げているわけです。 

 一方で，それが同一組織とみられるのか，そうでないのかというような
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判断もありますので，例えば範囲を限定するということもあるのではない

かということです。 

 最後に，コンプライアンス体制や支払能力についても考慮して減額する

べきだという意見もあったわけですが，こういうものは，やはり法定化し

て，一律に対応するというのは困難だと考えられます。こういう場合には，

公正取引委員会の専門的知見による判断に委ねるというようなやり方もあ

るのですが，そういう必要性は，今までの議論では認められなかったので

はないかということです。 

 以上，簡単ではございますが，課徴金の加減算までの報告書（案）の内

容の説明です。 

○岸井座長 どうもありがとうございました。 

 それでは，かなり細かく説明していただきました。先ほどの私からの提

案のように，まず報告書（案）の構成や全ての項目に共通する問題など，

報告書（案）の全体的な枠組みについて，例えば論点の項目分けとか記載

の順序といった報告書（案）の構成，追加すべき項目や参考資料があるか，

あるいは，全体的な表現ぶりや結論の記載方法，記載の密度や分量等につ

いて，忌憚のない御意見を頂ければと思います。 

 最後に全体検証でも，似たような議論をしますが，最初に入り口のとこ

ろで，全体の構成について何か御意見ありますか。 

 村上会員，どうぞ。 

○村上会員 今までの報告の範囲内に絞って意見を申し上げますというか，このまま

でいったら，私が解説を書くと，いろいろ注文が付くので，３点ばかりに

絞って申し上げます。 

○岸井座長 村上会員，個別の論点はまた後で議論しますので，まずは全体の構成に

絞ってお願いします。 

○村上会員 全体の構成よりも，今までの範囲内で，個別の論点についての意見です。

別に全体の構成自体はこれで特に意見ありません。 

○岸井座長 そうですか。個別の論点は後ですぐやりますので，今はいいですか。 

 全体の構成について，よろしいですか。特に問題は。 

 向会員からどうぞ。 
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○向会員  進めていただく枠組みにつきまして，異存ございません。 

 また本日の検討対象の範囲につきまして，事務局から御説明いただいた

予定についても，異存はないのですけれども，その前提で，主に二つの理

由から，場合によっては，私どもとして，報告書の全体に対して，賛同し

かねるということが，可能性としてあり得ます。 

 まず先ほど御説明いただいた中には，いくつかの箇所において，新しい

制度を導入すべき理由として，過去の事例を踏まえても，現在の制度を変

更することで生じ得る支障はほとんどないとか，そういった発想が，とこ

ろどころ見受けられるように思うのですが，それは逆を言えば，たとえ僅

かながらでも，現在の制度に意義があった事例があったはずです。 

 制度設計において，そういった，例外的かもしれませんけれども，支障

があり得るということは重く受け止めるべきであって，今後の検討の中で

順次申しますが，それがもし適切に考慮されないのなら，全体として，制

度の改正に反対という結論に至り得るということです。 

 少なくとも課徴金の制度というものに関して，そういう発想から意見が

取りまとめられているような部分が少しあるのではないかということです。 

 もう一つは，極めて個別具体的な点で，次回に予定されている対象範囲

に関するものですので，今日は，差し控えますが，報告書（案）全体につ

いてはそういったことがございます。 

○岸井座長 井上会員，どうぞ。 

○井上会員 ありがとうございます。 

 進め方とかまとめ方，構成はよろしいと思うのですけれども，全体の感

想めいたことを１点申し上げたいと思います。 

今回のこの報告書（案）の中で，課徴金の見直しに当たって，「抑止」と

いうのがキーワードになっているのですけれども，抑止効果というのが，

どういうふうに計られているのか，どういうふうに効いているのかという

ところが，必ずしも明確に根拠として示されていないような感じがありま

す。 

 「抑止」を非常に重要なキーワードとするのであれば，どのように抑止

力というのを見ていくのかということを，少し報告書（案）の中に，どこ



 

 -19-

かに盛り込んだ方がいいのではないかと思います。 

○岸井座長 どうもありがとうございました。 

 ほかにいかがですか。 

 今，お二人の発言は，私もどういうふうに受け取ったらいいか，若干困

惑しているのですけれども，向会員の，要するに，例えばほとんど問題が

生じていないというのは，個々の制度ごとに具体的な論点ごとに検討して

いかないと，それがどういう位置づけなのかということも，そもそも分か

らないですよね。 

 その重みも判断しかねるわけですから，それがいっぱいあるからという

ことからいきなり全体として反対というような議論をされると，かなり飛

躍があるのではないかと思います。私は今はこれ以上その御意見について

確認する気はありませんが，要するに，全体として，いろいろ問題が多い

と考えた場合は，報告書全体に対して何らかのスタンスを取ることもあり

得るという，そういう言及であるということで受け取ってよろしいですね。 

○向会員  はい。 

○岸井座長 では，それはそういうことにします。 

 それから井上会員の御発言ですが，抑止効果というのですけれども，こ

れもやはり，全体としてというような言い方をされたのですけれども，や

はり抑止効果を制度ごとに具体的に見ていく必要があるのではないでしょ

うか。私は，公正取引委員会の事務局の方もいろいろなデータはかなりそ

ろえているというような印象を持っているので，これもやはり個別の論点

を議論する中で，また，具体的に議論をしていただければと思うのですけ

れども，それでよろしいですか。よろしいですね。 

 及川会員，どうぞ。 

○及川会員 お話があったかもしれませんが，すみません。途中から参加して。 

 今はまだ記載されていない報告書（案）の58頁の第３の15のところの書

かれ方のタイミングなのですが，次回が終わった後に第３の15が出てくる

のか，それとも，最終回に出てくるのか。お考えをお教えいただけますか。 

○岸井座長 これは議論の進み方次第だと思うのですけれども，何か全体的なところ

で問題が出てきたら，改めてまたそこで議論して作るということになるか
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もしれません。今の時点でどういう形になるかというのは，答えられない

のですけれども，事務局の方では，何か一応の心積もりはありますでしょ

うか。 

○向井参事官 まず一通り議論いたしまして，それを踏まえて，全体検証を行ってい

ただくというのが一番効率的だと考えておりますので，事務局といたしま

しては，その後に全体検証を含めた議論をまとめて修正案を作成しまして，

最終会合ではその修正案について検討していただければと考えております。 

○岸井座長 よろしいですか。 

 ほかにいかがですか。全体的な構成について。先ほどの私の提案では一

応，項目とかで欠けているところとか，例えば参考資料について，これは

入れた方がいいのではないかといった例を挙げましたが，何かありました

らどうぞ。 

 よろしいですか。 

 それでは，全体の構成はこれでひとまず終わりにしまして，続いて報告

書（案）の具体的な内容，第１から第３の７の課徴金の加減算まで検討を

進めたいと思います。 

 記載順に検討を進めつつ，論点ごとに研究会の考え方について意見集約

を図りたいと考えております。 

 また，各論点で引用されている参考資料については，別途検討する時間

を設けることは考えていませんので，それぞれの論点と併せて御意見を頂

きたいと考えております。 

 それから，関連する論点に関する意見があれば，議論の混乱を招かない

範囲で，必要に応じて御発言いただければと思います。 

 そこで，これは私からの具体的な進め方の提案なのですけれども，今日

の範囲もかなり分量が多くて，いろいろな論点が入り込んでおりますので，

順番にやるのですけれども，一応，三つぐらいのグループに分けて，順番

にやったらどうかという提案です。もちろん前後しても構いません。   

１頁目の目次を御覧になっていただきたいのですが，本日は目次の２頁

目の７までやるのですけれども，総論的な議論というのが，第２の１の課

徴金制度の見直しの必要性と，第２の２の課徴金制度の見直しの方向性，
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それから第３の１の課徴金制度の法的位置づけという，いわゆる制度の趣

旨・目的の話，ここまでは，かなり総論的な議論なので，ここまでをひと

まとめにして，第１グループということで，まず議論していただいて，そ

の次に，第３の２の課徴金の算定基礎とする売上額の範囲についてですが，

これは，各論の会合で議論したときも，解釈論について，かなり細かい議

論も出てきましたので，これはこれだけで独立してやった方がいいのでは

ないかと思っています。 

 その後，第３の３以下の算定期間，基本算定率，業種別算定率，中小企

業算定率，課徴金の加減算，これは算定率とか期間とか，その辺のところ

にウエートが置かれているので，これを第３グループとさせていただいて

はどうかと思うのですけれども，いかがでしょうか。 

 あちこち飛んでも構いませんし，両方またがっている論点もあるのです

けれども，とりあえずこういう形で，余り重複がないようにということで

進めたいと思います。よろしいですか。 

 ではそういうことで，まず第１グループの見直しの必要性と方向性，そ

れから法的位置づけ，第３の１辺りについて，順番にお話を，関連もして

おりますので，議論していきたいと思います。 

 「はじめに」はいいと思いますので，必要性・方向性からどうぞ。 

 村上会員，どうぞ。 

○村上会員 よろしいですか。 

 正しく，最初は，この「はじめに」と見直しの必要性と方向性のところ

と，座長が言われたように，全員がこれに賛成する必要はないので，別に

反対する意見を持っている人がいてもいいし，別にそういうふうに，後で

意見が出てくる，それは一向に構わない話だと思うので，各人が意見を言

って，どの程度聞いてもらえるかということだと思っています。 

 それで，最初の見直しの必要性です。今の課徴金制度の課題についてど

う考えるかというのは，独占禁止法にとっては深刻なので，行政制裁金と

いうのを導入できないと，日本の独占禁止法というのは，それは反トラス

トほかＥＵの競争法について対抗できないだけでなくて，私はアジアの中

でも，二流三流の競争法に成り下がってしまうというか，その可能性があ
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ると思います。 

 なぜかというと，もう今やアジアの国でも，ほとんどの競争法は，私が

言った行政制裁金というのは導入済みです。それで実際に中国とか韓国は，

クアルコムとかに単独行為でも，行政制裁金を課しているし，それからカ

ルテルだけでなくて，垂直的価格制限でも行政制裁金を課しているので，

その中で日本だけ，そういうカルテル以外には，制裁金を課せないという

のはおかしいと思います。 

 それは逆に言えば，そういう意味で行政制裁金は導入しないでカルテル

だけに絞るとなると，私は将来的にというか，もう既にそうなのかも分か

りませんけれども，欧米というよりは，むしろアジアの競争法の中でも，

日本の独占禁止法は二流三流の競争法だという，そういう評価になりかね

ない可能性があるので，そこのところは，むしろ一番の問題意識になって

いるので，そこはある程度，幅広く課徴金の対象行為にするべきだと思い

ます。 

 それでその次に入りますが，あと，言い訳がましくと言ったらおかしい

ですが，理由づけにＥＵの確約制度を入れるからどうかということが載っ

ているわけですけれども，確約制度というのは，いわゆる違反を認定しな

い制度なので，むしろＥＵ競争法でも，単独行為でも，通常は，事件で違

反を認定して，制裁金を課しています。確約というのは，行政制裁金を入

れて抑止を図るための代替になるような制度ではありません。きちんと違

反のあるものは違反を認定して，制裁を科していくというのが，カルテル

以外の垂直的制限でも，単独行為でも，必要な制度であるし，世界中の競

争法はそれにしてあるのだから，私はその辺が一番の問題意識というか，

かねてから言っているところです。 

 ２番目は，課徴金の性格については，それは今，話した方がいいのか。

次の段階で話した方がいいのか。どうしましょうか。 

○岸井座長 今の話は，恐らく第３の11の「行為類型による相違」の私的独占や不公

正な取引のところで，確約の話が出てきますから，次回以降にお願いしま

す。 

○村上会員 いや，ではなくて，私がこれから話していくことは，課徴金の法的な，
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不当利得の剥奪であるか，行政上の制裁であるかという，性格づけという

のが大きくその後に響くので，そこの議論です。 

○岸井座長 もちろんそれは，確約の話は後で出てきますので。よろしいですか。確

約の話は後で出てきますので，不当利得の話でしたら，基本的な性格づけ

の話になりますが確約の話とクロスすると，また混乱してしまいますので，

よろしいですか。 

○村上会員 いいですが，今，説明したのは，16頁の書き回しの現行課徴金の法的位

置づけというものをどう書き回すかというところを話したかったのです。 

○岸井座長 それはもちろん性格づけのところは出てきますけれども，確約の話は，

後の話ですよね。 

○村上会員 後の話でいいですか。 

○岸井座長 私的独占の話ですから，そちらは置いておいていただかないと，確約の

話を入れて議論しますと，混乱してしまいますので。 

○村上会員 分かりました。 

○岸井座長 44頁のところに，確約の話は出てきますから。 

 ほかにいかがですか。課徴金の基本的性格について。 

 大沢会員，どうぞ。 

○大沢会員 基本的なところでは，特に違和感なく読ませていただいたのですけれど

も，１点だけ，特に，どうこう直してくれとか，そういうことではないの

ですけれども，ちょっと思ったところだけ申し上げますと，８頁の調査協

力インセンティブがないと，どういったことが起きているかということの

①のところです。前半は分かるのですけれども，事業者が自主的・積極的

に従業員が加担している違反行為を発見・是正するメリットが，今のとこ

ろないというところは分かるのですが，その次に，「そのための実効性ある

コンプライアンス体制を整備するメリットにも欠けるところ」というとこ

ろがあるのですけれども，一般的な感覚からいうと，コンプライアンス体

制を整備するというのは，メリットがなくても，当然，整備しなければい

けないことなので，それでインセンティブがないから，コンプライアンス

体制が整備できませんねというのは，一般の感覚からすると，理解し難い

なと思ったので，それだけです。感想的なことです。 
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○岸井座長 どうもありがとうございます。 

 これは８頁の真ん中の①ですね。「実効性あるコンプライアンス体制を整

備するメリットにも欠けるところがある」という表現なので，大沢会員の

ニュアンスも入っているかなとは思うのですけれども，よろしいですか。 

○大沢会員 そうですね。 

○岸井座長 恐らくコンプライアンス体制の整備が，よりこういう形で進むという趣

旨だと思いますので，もし違和感がありましたら，表現を変える可能性も

ありますけれども，それでよろしいですね。 

○大沢会員 結構です。 

○岸井座長 ほかにいかがですか。 

 中原会員，どうぞ。 

○中原会員 私は，基本的にはこのような整理で結構だと思いますけれども，15頁の

下から４行目に，「事業者と公正取引委員会が協力して効率的・効果的な実

態解明・事件処理を行う領域を拡大できるよう留意しつつ」という記述が

ございまして，このこととの関係で，第２回の会合において，曽和教授か

ら「協調的法執行」というお話がございました。 

 報告書（案）では，事業者や公正取引委員会の過度な負担の回避，違反

被疑事業者の従業員等が事情聴取に応じる負担の軽減といった観点が強調

されていますけれども，それだけではなくて，むしろ協調的な法執行が効

果的な実態の解明にもつながるという，積極的な意味もあると思いますの

で，このような「協調的法執行」という考え方についても，ここに盛り込

んではいかがかと考えます。 

○岸井座長 そうですね。これは前回，井上会員の方からも一言出ていたと思います

ので。 

 どうぞ。 

○井上会員 これは，次回以降の検討によりけりかもしれないのですけれども，９頁

から10頁にかけての考え方のところで，10頁の最後の丸，「具体的な制度設

計に当たっては」というところですけれども，事業者と公正取引委員会が

協力してということを記載いただいたのは大変有り難いのですけれども，

次回以降，手続保障の見直しの話に御賛同いただけるようであれば，ここ
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に，是非，過剰な要件，立証負担の見直しと併せて，必要な手続保障の見

直しというような文言を入れていただければと考えております。 

○岸井座長 それでは，これは最終段階で，何らかの形で，今の「協調的法執行」と

いうのが一つの考え方として，中原会員はここに盛り込んではどうかとい

うことなので，何かそういう言葉を入れた表現に，ちょっと書き直すとい

うことはできるかなと思うのですけれども，そういう御提案でよろしいで

すね。 

 これは特に異論はないと思いますので，そういう形でやりたいと思いま

す。ほかに。 

 向会員，どうぞ。 

○向会員  13頁の下段の（６）の中で，行政事件訴訟法第30条に言及しながら，記

載されている部分がございますけれども，この部分の趣旨なのですが，今，

おおむね想定されている新制度が導入されたときには，その下での課徴金

納付命令には行政事件訴訟法第30条の適用があることが前提になってしま

っているのかどうかが，私には理解しかねました。 

 例えば，私の理解の限りで申し上げると，この後の議論になると思いま

すが，課徴金の算定基礎となる概念がまず判断され，それに基づいて一定

の料率が課せられ，さらにその後の加減算に関する判断があり，それにつ

いては調査協力の関連で証拠の価値に関する判断も踏まえて行われる，と

いうような流れであると理解しますが，それはいわゆる典型的に行政事件

訴訟法第30条で裁量処分と言われているものとは，同じようなものではな

いような気がむしろいたしまして，その点の整理が必要ではないかと思っ

ております。 

○岸井座長 今の点は，行政法の議論になりますので，もしよろしければ宇賀会員の

御意見を伺えませんでしょうか。これは私の方で論点を，向会員が書かれ

たものも読ませていただいておりますので，それとの関連も含めて言いま

すと，行政事件訴訟法第30条は，講学上のいわゆる覊束行為にはそもそも

裁量はないのだから適用されないということで，独占禁止法の課徴金の算

定規定のうち，覊束行為として適用されないものもあるのではないかと，

そういうような御趣旨でよろしいですね。 
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 ただ，これは行政法学の一般的な理解からすると，ちょっと違っている

ような気もするのですけれども，これは専門家の方に，宇賀会員か中原会

員に，この行政事件訴訟法第30条の問題について，もし良かったら簡単に

コメントしていただけるとありがたいのですけど。 

○宇賀座長代理 行政処分に裁量が与えられている場合に，行政事件訴訟法第30条で

は，逸脱・濫用がある場合に違法となるとしています。裁量基準を，例え

ばガイドラインで定めたとしても，それは全く司法審査の対象にならない

かというと，そういうことではなくて，前にもちょっとここでもお話しし

たと思うのですけれども，ガイドラインで定めた基準というのは，基本的

には行政を拘束します。 

 ただ，法規命令とは違いますから，個別事情を考慮して適用しないとい

うことはあり得るわけです。 

 しかし，そういう特段の事情がない限りは，むしろそれに拘束されると

いうのが，ここにも引用されています平成27年３月３日の最高裁判決であ

るわけです。 

 そういう意味では，ガイドラインというのも，司法審査の対象になって

くるわけです。 

 それから，ここで，平成23年６月７日の判決が書かれていますけれども，

不利益処分をするときの理由の提示について，この平成23年６月７日の最

高裁判決は，これは，「常に」という言い方をしているわけではなくて，そ

の事案においてはという留保が付いていますが，行政規則として作成され

た処分基準との関係まで理由で示さなければ，どういう事実に，どういう

基準を適用して，こういう処分をしたかということが相手方に伝わらない

ので，単に法規命令だけでなくて，その下にある処分基準との関係まで理

由を示さなければならないということを判示しています。 

 ですから，公正取引委員会の裁量を認めたガイドラインを定めたとして

も，その部分が司法審査の対象にならないかというと，そういうことでは

なくて，理由の提示との関係で，意味を持ってくる場合もあり得るし，そ

れからまた基本的には，行政規則であっても，行政庁はいわばそれに自己

拘束されて，個別事情を考慮してそれを適用しない場合には，その理由を
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説明する義務が生じてくるのです。したがって，裁量を与えたからといっ

て，司法審査の対象にならないわけではないということを，ここで言いた

かったのではないかなと，私は理解しました。 

○岸井座長 よろしいですか。 

○向会員  ありがとうございます。 

 今，御説明いただきました点は，主に調査協力インセンティブを拡充す

る部分に関して，つまり証拠の評価によって，どのくらい課徴金が減額さ

れるのかという部分に関して，想定される内容を御説明いただいたと思っ

ているのですが，その手前に，そもそも，現行制度では「当該商品・役務」

と呼ばれている概念に関する判断があって，それに一定の算定率を掛け，

その上で，例えば先ほど来，御紹介がありました，後で改めて議論される

ものと思いますが，業種別算定率や，中小企業算定率という，調査協力イ

ンセンティブ関連の事項にたどり着く前の部分も，課徴金の計算には含ま

れていて，その部分も全部含めて裁量処分だというお話になるのは，飛躍

があるのではないかというのが，私の先ほどの趣旨です。 

○宇賀座長代理 分かりました。およそ，裁量がない部分というのは，行政事件訴訟

法第30条の問題ではないですよね。法令で定められた基準に適合していな

ければ，当然，それは違法ということになります。 

○岸井座長 いいですね。これはこれ以上もう突っ込みませんので。個別の規定の解

釈問題になってくると思います。 

 ほかにいかがですか。どなたか。 

 よろしいですか。 

 それでは，私が，気が付いた点を何点かお話しさせていただきたいので

すが，10頁のところなのですけれども，裁量性について，課徴金制度に一

定の柔軟性を認めるのが適当であるという文脈で書かれているのですけれ

ども，その10頁の囲んだ枠の中の丸，ですから，上から７行目からの「上

記①から③を踏まえると」という文章ですけれども，「諸外国のように当局

の広範な裁量に問題の解消を委ねる方法ではなく」云々とすれば，「憲法問

題が生じることはない」と書いてあるのです。 

 これ，読みますと，こういうふうにしないと憲法上の問題が生じるよう
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に書いているのですけれども，これは，抑制的というか，慎重な書き方を

しているので，例えばこれは何らかの文言を付け加えるとすると，「少なく

とも」とか，そういうふうにした方がよいと思います。そうしないと，裁

量を認めること自体は問題ないということを，本文の中で繰り返し述べて

いるわけですから，これは「少なくとも」とかとしないと，憲法問題が生

じることはないという意味のところが，これで憲法問題が生じるかどうか

分かれるように誤解されるおそれがあるので，どうかなと思ったのです。 

 これは読み方の問題になるかもしれませんけれども，元々裁量を認める

ことに，憲法上の基本的な制約はないというのが，ヒアリングも含めて，

この間，ここで議論してきたことだと思います。したがって，この表現は

もう少し，「少なくとも」というか，そういうようなニュアンスをここに，

何かの形で入れたらどうかと思うのですけれども，いかがでしょうか。 

 何かほかに。総論的な議論なので，今まで繰り返しやられてきたところ

ですけれども，ほかに特にありませんか。 

 よろしいですか。特に問題ないですか。 

 それでは，この辺の表現はもう少し工夫していただくということにした

いと思います。それではこの第１グループ，特に見直しの方向性のところ

は，いろいろ議論が出ましたけれども，法的位置づけについても，もちろ

ん議論して構いませんので，この辺については，いかがでしょうか。 

 順番にやるということですので，第２の課徴金制度の見直し（総論）の

１の見直しの必要性と，それから９頁からの２の見直しの方向性ですね。

この文章については，今いろいろ議論が出されたということで，一応，こ

れで。最後にまた全体検証というのはありますけれども，意見集約として

は，これで問題なかったという，そういう形の整理にしてよろしいでしょ

うかね。 

 それでは，第３の具体的な制度設計ですが，今日はほとんど意見が出な

かったのですけれども，今までさんざん議論してきた点ですが，これにつ

いてもいかがでしょうか。特に問題ありませんか。 

 不当利得の位置づけ等について，かなり詳しい議論がされておりますけ

れども，よろしいですか。特に問題ないですか。大丈夫ですね。いいです
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か。 

○村上会員 それでは，16頁からいよいよ来たみたいな感じですね。 

 それで，こういう今の説明を聞いていても，不当利得の剥奪というのは，

もはや問題でないようなことを言いながら，何でこんなややこしい書き回

しをしなければならないのかなというのは，行政上の制裁と書いてもらえ

ばそれでお終いの話で，しかもその後のところを見ると，そこの制裁のと

ころと，それから不当利得の剥奪が合致していない説明というのは山ほど

あるのであって，例えば繰り返し違反とか，若しくは主導的役割とか何と

か，これは後で見ると不当利得のあれだからそうなっているけれども，こ

こで話したときでも，基本的には違反事業者の有責性の程度を踏まえて1.5

倍にするのだという議論をしていたはずなので，そこの，私は行政上の制

裁で割り切っていいのであって，何もややこしくする必要はないのであっ

て，不当利得のところの書き回しのところは，その後いろいろなところに

何だかんだ言いながらまだ残っているので，できたら不当利得は全部削っ

た方がいいので，そこは見直ししてほしい。 

 何よりも，その不当利得が出てくる原因というのは，数字が独り歩きし

ている。不当利得は何％とかで数字が独り歩きしているのであって，今ご

ろ世界のどこの競争当局へ行ったって，みんな不当利得なんて計算不可能

だと言うし，専門家も国際的に全部，競争法違反行為による不当利得なん

かは計算不可能だと言います。 

 多分，日本の経済学者に聞いても，ほとんど不当利得なんてそんなこと，

算定できないと言うことの方がむしろ多いと思うので，それが数値だけ独

り歩きしていて，しかもその数値に根拠が何かあるかといったら，ほとん

ど何も証拠が出ているわけでもないし，これで何％になったかというのが

出ているわけではないので，したがって，私は数値を独り歩きさせるとい

うのは，不当利得のために危険な無謀な議論をやっているという話なので，

本来ならば，例えば，今はやりの第三者委員会じゃないですが，きちんと

証拠を出して，秘密保持義務をやって，監査法人とか，若しくは経済の専

門機関にチェックさせて，本当に不当利得の数値にそれぞれ根拠があるの

かどうかというのを，きちんとやらないで，数値だけ独り歩きさせて，そ
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の後の議論をそれが当たり前のように，それがいかにも裏付けのある客観

的な証拠であるような形で，ペーパーを作っていくというのは，別に今回

始まったわけではありませんが，今までずっと課徴金の議論というのは，

そういう議論をずっと続けてきたので，証拠の事実上ないような数値が独

り歩きして，何％ならいいとか，1.5倍ならいいとかという議論というのは，

私はもうそろそろ，それも見直すべきだろうと思うのです。 

 それはなぜかというと，行政上の制裁だと言い切ってしまえば，そこの

ところは，もう相場観で割り切ればいい話を不当利得といっているので，

論拠のない，証拠のない数値を独り歩きさせているというのが，今までの

議論をずっとやってきたので，これは意見ですけれども，そろそろそうい

うこともやめるべきであろうという，それぐらいです。 

○岸井座長 分かりました。 

 では，今の点ですけれども，16頁のところに，最後の４行目ですね。「不

当利得は，飽くまで課徴金が違反行為の抑止に必要な範囲を超えて過大な

措置とならないようにするための制度設計上の指標にすぎない」。だから，

これに賛成するという御意見と受け取ってよろしいですね。 

 井手会員，どうぞ。 

○井手会員 今の村上会員の御主張はもっともで，確かに不当利得を推計するという

のは，経済学的にも非常に難しいというのは事実なのですけれども，ただ，

行政的制裁とすると，基準ということを考えたときに，ある程度，最低限

の基準というものが示された方が，透明性という観点では，私は事業者に

とっても有益なのではないかなと思います。 

 そういう意味で，報告書（案）にも「指標にすぎない」と書かれていま

すので，飽くまで指標ということですが，やはり不当利得というのが，あ

る程度基準にならないと，これからの議論はなかなか進まないのではない

かなということを，経済学的な見地から意見を申し上げます。 

○岸井座長 どうもありがとうございます。 

○村上会員 よろしいですか。 

 それで，おっしゃるとおり，何かあるなら，基準があるにこしたことは

ない。ただ，使う以上はきちんと証拠があって，こういう数値があって，
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こうこうして，それがどこの専門機関でチェックして，それでその分析と

いうのは間違いなくそうだという，そこのところの示しがなくて，全く我々

も数値の論拠というのはほとんど知らされていませんから。 

 それで，私が国会の参考人審尋に出ても，結局は相場観で決めたのだと

言わざるを得ないので，実際にはその辺の話なのであって，その論拠がき

ちんと本当に経済学的にそれぞれの，例えばさっき言った繰り返し違反の

場合には1.5倍に本当になるとか，主導的役割の場合には1.5倍になる，両

方合わせれば２倍になるとか，そういう形の，私は客観的論拠がない数字

だけを独り歩きして，議論していくというのは非常におかしな議論。国際

的に見てもおかしな議論を，日本ではやっているということの話になるだ

ろうということです。 

 以上です。 

○岸井座長 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 不当利得にこだわるべきではないというのは，全く賛成なのですが，全

く数字に根拠がないと言い切られてしまったら，そこまでそうなのかと疑

問がありまして，一言申し上げます。 

 売上高営業利益率を使っていた頃には，そもそもカルテルや談合による

不当利得を計算する際に，そのような行為を行っていないはずの企業の売

上高営業利益率を見て，不当利得をどうやって計算できるのかという疑問

を以前から持っており，従来からそのような指摘もなされてきたと思いま

す。 

 ただ，今回出てきている13％というのは，談合等がなかったときと，あ

ったとき，あるいは談合等がなされていて，やめた後の落札価格等を見て

いるはずなので，そういう意味では，13％という数値については，どこま

で精緻かは別として，一定の根拠があると思います。 

 また，もちろん，不当利得に加えて，さらに社会的損失は幾らかという

ような計算までは入っていないという問題もありますし，不当利得を正確

に計算するのは大変だということもあるのですけれども，一切の根拠がな

いわけではないと思います。 

○村上会員 いいですか。 
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 反論だけしておきましょう。 

 それで，とはいいながら，世界中の競争法で同じ裁量型行政制裁金を使

って，ちゃんと各国何％という率を，別に不当利得の説明でなくて，掛け

ているわけです。 

 それはやはり競争法違反で，この違反行為については，このぐらいの20％

相場観というのが，やはりおのずから全世界的にもあるし，それでいくと

この程度というのは，刑事罰だって同じだと思いますけれども，それゆえ

にこの程度という相場観というのは，具体的に出来上がっているので，不

当利得というのを根拠にしてパーセンテージを決めているわけでは決して

ないので，むしろ使わないでパーセンテージを作るのが，ほとんど全部だ

と思ってもらえばいいというぐらいのことです。 

○岸井座長 分かりました。 

 この不当利得については，大体，議論が出尽くしていると思いますが，

一つの指標になるかという点について，世界的な相場感云々という意見が

出ましたが，アメリカの量刑ガイドラインでも，算定率の20％のうち，10％

は不当利得，10％は社会的損失，という形で，メルクマールの一つとして

不当利得を使っていますよね。 

 だから，不当利得をどういうふうに位置づけて，どういうふうに使うか

というのは，いろいろな選択肢があるので，私も泉水会員と同じ意見で，

不当利得の根拠について全面的に否定してしまったら相場は一体誰がどう

いうふうに決めるのかという話になってしまうので，無理して全面否定す

る必要は，私はないのではないかと思います。その意味で，こういう書き

方でいいのではないかと考えています。 

 これはとにかく切りがないので，これでよろしいですか。 

○村上会員 今，座長が言われるのも，それなら，その辺の相場観で説明すればいい

という話ですかね。不当利得の根拠についての話です。 

○岸井座長 それでは，課徴金の基本的な法的位置づけについてはこれで議論は尽く

されたということで，よろしいですね。 

 それでは，次に第２グループで，これは細かい解釈論の話が出てきます

ので，余り突っ込んだ議論をすると，これは具体的にどうするかという制
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度設計の話にも入ってきますので，ここでは，必要以上に議論ができない

部分があると思うのですが，算定基礎とする売上額の範囲ということで，

19頁のところから，基本的な考え方，それから２が，見直しの方向性が20

頁ですね。 

 それから，21頁の（３）のところは，売上額がない場合の対処の方法と

いうのが，22頁の下の方まで出ております。 

 22頁から23頁までは，重複による控除を主に念頭に置いておりますけれ

ども，減額の可能性の話をしているというところです。これについては，

マニアックと言ったらおかしいですけれども，余り突っ込んだ議論になら

ない範囲で，議論をしていただければと思います。 

 向会員，どうぞ。 

○向会員  すみません。若干，そういった細かい部分に入らせていただくことにな

るかもしれませんけれども，まず19頁の中段辺りの「また」という段落の

中で，「ア②の要件」についての言及がございまして，これについては，「ほ

とんどない」ということで，別紙８参照となっております。そこで，その

別紙８を拝見しますと，参考資料集の64頁です。いえ，すみません，この

表というよりも，別紙７でした。 

○岸井座長 頁数を言っていただけますか。 

○向会員  参考資料集の61頁の上から２番目に，「東京無線タクシー協同組合に対す

る件」という事例紹介がございまして，私の理解の限りで要約させていた

だきます。間違いがございましたら御指摘いただければと存じます。ここ

で問題となった当該商品はタクシー向けのガスですが，ここで言われてい

る協同組合というのは，位置づけとしてはむしろ需要者，売る側ではなく

買う側の，ある種の互助会的な団体であって，個々のタクシー事業者がそ

れぞれが小規模の需要者であるがゆえに，需要を取りまとめて，そういっ

た組合員である需要者に分けていたという意味で，全体像としては，売主

というよりも買主に当たる者が，この協同組合という形で存在して，その

協同組合がより大きな事業者団体の中に属していて，この事業者団体が事

業者団体として違反行為をしてしまったという事例であったといえます。 

 その結果，独占禁止法の規定に従って，事業者団体の独占禁止法違反行
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為について，その所属員であるこの協同組合にも，構成員として課徴金が

課され得る状況になりました。 

 しかしながら実態としましては，この協同組合やその組合員の方々は，

供給者ではなく，需要者と評価されるべき存在であったと思います。ここ

で，報告書（案）の19頁のアに戻りますが，「①違反行為の対象商品又は役

務の範疇に属する商品又は役務であって」のところに該当するということ

になりますと，課徴金が課され得る状況となってしまいます。 

 需要者側の需要を取りまとめる存在ではあるものの，供給側から供給さ

れるものと同じものを，更にその組合員に分け与えているがゆえに，①に

は該当してしまうのだけれども，本当にそれで課徴金を課していいのかと

いうことで，更に検討したところ，やはり結論として適当ではないという

ことで，課徴金を課すべきではないという結論が出された事案だと私は理

解しております。 

 仮に報告書（案）でいわれているように，ほとんど問題になる事例がな

いとしても，実際にこういった，課徴金が課されるべきではないと判断さ

れた事例があり，そういうことが今後も起こり得るという状況が残されて

いるわけですから，ほとんどないという理由だけで，こういう事例をすく

い取った要件を消し去ってしまって良いのかというのは，議論されるべき

ではないかと思います。 

 以上が価格カルテルの話で，もう一つは，入札談合なのですけれども，

入札談合についても，おおむね同じような趣旨で，この２番目の要件は，

外しても良いのではないかということで整理されてきておりまして，それ

もおおむねそうなのかもしれませんけれども，例えば参考資料の別紙７，

資料集の62頁以降に，（２）入札談合事案ということで，最判の平成24年，

東京高判の平成24年，東京高判の同じく平成24年の事案を挙げていただい

ていて，入札談合事案の場合に，なぜ具体的な競争制限効果という②の要

件が必要なのかということについての過去の裁判例が挙げられております。

ただ，ここにはいわゆる土屋企業の事案は挙げていただいていないように

思いまして，私の理解の限りでは，その土屋企業事件では，具体的競争制

限効果というものが要るのではないかということになっていった理由とい
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うのは，対象者に課徴金納付命令を課すということになると，それが何ら

かの意味での制裁的な要素を持つという意味で，それが当該対象者によっ

て起こされた結果であるというか，当該対象者に課徴金納付命令を課すこ

とが理由付けられるような，それを帰責性と呼んでよいのか厳密には分か

りませんが，そういった考慮が必要であろうという理由であったと理解し

ております。 

 当該対象者が全くあずかり知らないところで，勝手に何かが行われて，

その対象者にとっては，反射的という言葉が使われていたと思いますが，

生じていた状況は反射的に影響したものでしかなかったような場合にまで

課徴金を課してしまうのは，適切なのかという問題意識で，この具体的競

争制限効果が，当該対象者によって起こされたことが要るのではないかと

いう議論があったのではないかと思っていまして，例えば報告書（案）の

20頁の中段辺りに，「前記（１）ア②の要件は，現実の不当利得に対応した

額を課徴金額としようとする趣旨に基づくものと考えられる」と書いてあ

るのですけれども，本当にこういう整理が全ての事件について可能なのだ

ろうかということです。 

 同じ観点で，話が少し戻りますが，例えば先ほど申しました東京無線タ

クシーの事件ではどうだったのか。なぜこの②の要件を課したのかという

と，必ずしもこの報告書（案）で整理されているような理由ではなかった

のかもしれないし，今，申し上げている入札談合の事件も，必ずしもこう

いう理由で②の要件を求めたものではないのだとすると，まずこういう取

りまとめで良いのかということです。 

 仮に何らかの新しい概念が今後導入されたとしても，裁判実務等におい

て，例えば今述べました土屋企業事件で示されたのと同じような発想から，

課徴金を課すことはやはり適切ではないという状況が，その新しい概念に

関しても同じような解釈論として起こり得ます。そうすると結局，新しい

制度の下において似たような裁判例が出て，引き続き同じような問題を今

後も残すことになるのではないか，というようなことがありますので，こ

の辺りの取りまとめ方については，議論する必要があるのではないかと思

います。 
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○岸井座長 具体的にどういうような形で議論する必要があるということですか。 

○向会員  まず，二つの事項，つまり価格カルテルの件と入札談合の件を二つ申し

上げましたので，一つずつ議論すべきではないかと思うのですが，この報

告書（案）のどこかに，ア②の要件を外すと，今後は課徴金が課されてし

まうことになる事案が出てくるかもしれないけれども，それはやむを得な

いということを述べているようにも見える部分があったように思いまして，

その書きぶりはそれで良いのかというのが，まず一つです。 

 もう一つは，20頁の中段辺りということで，先ほど申しましたが，ア②

の要件は，こういう趣旨に基づくと書かれている部分は，本当にこれで良

いのかということかと思います。 

○岸井座長 では，今の点について，非常に，これ，専門的な議論になりますけれど

も，泉水会員どうぞ。 

○泉水会員 今の御意見はかなり根本的な考え方の問題だと思うのですけれども，東

京無線タクシーの事件についてどうコメントするかは，なかなか私も十分

に準備をしていないのですけれども，例えば当該商品・役務の範疇に属す

るかどうか，あるいは一定の取引分野に属するかどうかという要件は，当

然あるわけです。 

 恐らくそちらの方で解決される問題ではないのかなと思います。当該商

品・役務の範疇に属するかどうかと，それから更に相互拘束が及んだかと，

二つに分けて，後者でたまたま判断されたのだけれども，それは前回も前々

回も出てきましたが，やはり当該商品・役務の範疇に属するかどうか，つ

まりカルテルの対象である商品・役務なのかどうかというのと，それは本

当に一定の取引分野に入っているのかという論点があって，これは非常に

大きな論点だと思うのです。 

 そこのところで，今，言われた問題というのは，解決されるというか，

依然として争点となり得るし，裁判でも大きな争点になる問題ではないか

なと思っております。 

 それから，もう１点の入札談合の場合の具体的競争制限効果ですが，土

屋企業の事件についてですが，御存知でない方もいらっしゃると思います

ので簡単に説明いたしますが，要するに土屋企業の事件というのは，基本
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合意には参加していて，従来からその合意に基づいて個別調整をやってい

たのですけれども，当該入札ではたまたま自分の知らないところで個別調

整がなされていて，受注調整の連絡を受けたけれど，自分はその物件を取

りたいので，取りますよといって連絡を無視して取ってしまったというケ

ースです。それについて東京高裁は，個別の調整行為に直接又は間接的に

関与することが必要だという形で，判断したという事件です。これについ

てはいろいろな評価ができると思うのですが，私自身は，やはりいわゆる

談合破りというのか，たたき合いがなされた事例をどう捉えるかという問

題と考えています。 

 これは，たたき合ったから課徴金を逃れるのかというと，そうではなく

て，やはり基本合意から離脱してくださいというのが，本来の姿だと思う

のです。 

 だから，基本合意から離脱すれば課徴金は課されません。だけれども，

たまたまずっとみんなに協力して個別調整に参加したのだけれども，これ

だけはどうしても取りたいから，たまたまたたき合ったら，「じゃ，あなた

は，課徴金を免除します。」というのは，それは変な話なので，やはりそれ

は基本合意から離脱して，課徴金を免れてくださいというのが，本来の姿

だし，多分そのような形で独占禁止法第２条第６項の要件も，第７条の規

定も書かれているのだろうなと思います。 

それから，もう１点。 

今のようにすると，個別の調整合意が，個々の入札の全部についてどう

いうプロセスで調整がなされたかは，全部立証していくというか，確認し

ていかなくてはいけないので，そのコストが事業者及び公正取引委員会と

も互いに非常に大きく，そのために供述調書を長い時間取らざるを得ない

という状況もあります。そういうコストの面も非常に無駄だなと思います。 

○岸井座長 向会員，どうですか。 

○向会員  ありがとうございます。 

 今，御説明いただいた内容に，特に何か反論を申し上げるということで

はございませんが，ただ，現在の報告書（案）が，今おっしゃっていただ

いたようなことが読み取れる書きぶりになっているのかというと，必ずし
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もそうでもないのではないでしょうか。これは正に書き方の問題ではあり

ますし，改めて御検討いただく余地があるのかどうかも含めて，次回ある

いは次々回に検討できてもよいように思います。あるいは今の御説明が，

少なくとも今回の研究会の議事録としては残るのでしょうから，それで良

いのかもしれませんけれども，私個人の意見がどうかというよりも，この

研究会としてお考えいただければということかと思います。 

○岸井座長 では，そういうことで。どうぞ。 

○及川会員 19頁の今の御指摘の下から13行目の「当該商品又は役務から除外された

例はほとんどない」「にもかかわらず」という表現なのですけれども，向会

員の言われるように表現の問題もあるのですけれども，ほとんどないとい

いながらも，実際に例があるので，それに対する影響度というのを十分考

える必要があって，単なる表現というよりも，実質的にこういうことにな

ったときに，この次，影響はどうなるのということをしっかり踏まえた検

証が，必要だと思います。 

 少なくともこのままの表現ですと，ある場合はどうなのかということに

もなるのだと思います。 

○岸井座長 いかがですか。 

 井上会員，どうぞ。 

○井上会員 事務局に御質問なのですけれども，この19頁の「当該商品又は役務」の

ところで，ア①の要件というのは，今後も残るという前提で議論している

ということでよろしいでしょうか。 

○向井参事官 はい，そうです。 

○岸井座長 ということですね。ですから，恐らく及川会員，あるいは向会員が言わ

れた点でいくと，①と②のうち，②は外すということですから，①は残る

ので，この場合，先ほどの価格カルテルの事案で，違反行為の対象商品又

は役務の範疇に属するというのは，これは結局，違反行為の対象というこ

とですから，実質的に一定の取引分野において供給された商品とほとんど

重なるということでありまして，先ほどの泉水会員の説明で尽くされてい

ると思います。例えば東京無線タクシーなんかの場合，これは自家消費だ

ったわけですから，そもそも合意の対象になるかどうかということが怪し
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い事案だったので，もし必要があればそこで十分に争えると思います。 

 それから，入札談合の事案は，これも先ほど言ったように，談合破りを

した場合にその分の課徴金を逃れられるということで，そうすると，談合

破りの奨励になってしまいます。しかし，土屋企業の判決について考えま

すと，泉水会員が言ったように，私もそれは前から言っているのですけれ

ども，そもそも基本合意自体に参加しなければいいのではないかというこ

とです。基本合意に入っていて，たまたま自分が気に入らないから，ある

いは気にくわないから，内部で内紛というか，内輪もめを起こして，そう

したら課徴金をまけてもらえるというのは，これは何かおかしいのではな

いのかという，正にそういう観点からこの議論が出てきているわけです。

したがって，課徴金の算定基礎に含めるかという議論があり得るという事

案についても，第一に，価格カルテルなどはほかの解釈，特に実体要件の

解釈で対処可能だということと，第二に，そもそも入札談合については現

実的な効果の発生に必要以上に配慮し過ぎているので変更する必要がある

ということです。この報告書（案）では，最初のところで違反行為で得ら

れる又は期待される経済的利得も含むとしておりますから，そもそも基本

合意に参加した時点で，対象工事については，自分も売上げを得て利益が

得られる可能性があるという期待がはっきりあるわけです。 

 そういう説明で，全く問題がなくなるというと言い過ぎと思われるかも

しれませんけれども，不当利得についての考え方が少し変わってきたとい

うことと，それから，ほかの規定あるいは要件の解釈で対処可能な部分が

あるということで，私は対応できるのではないかと思います。それでまだ

何か書きぶりとか，何か問題があるということでしたら，またそれはお話

しいただいた上で検討いたしますけれども，いかがでしょうか。 

○向会員  ありがとうございます。 

 今，このように御議論いただいただけでも，大分ここに書かれているこ

との意味というのは見えてきたのではないかと思います。 

 その上で，私も含めてですが，改めてここを読んだときに，次回以降で

すが，ここをこう変えた方が良いという議論があるのなら，それもそうで

すし，「いや，もう分かるのではないか。」であれば，それでもよろしいの
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ではないかとも思います。 

○岸井座長 分かりました。 

 及川さん，どうぞ。 

○及川会員 私も今の向会員の意見と同じです。 

○岸井座長 分かりました。 

 それでは，これは，全体検証のところで，改めてもし必要があれば，ま

た議論するということで，これで。 

 あともう一つ，売上額がない場合については，ほとんど議論していませ

んけれども，これについてはよろしいですかね。 

 井上会員，どうぞ。 

○井上会員 売上額がない場合につきまして，報告書（案）の中では，いろいろ類型

を今後整理するということになっておりますけれども，この例示の中で，

例えば，21頁の（３）アの②などは，多分，何ら経済的な利得が生じてい

ないケースだと思います。 

 ですから，こういう場合にいきなり課徴金ということは，行き過ぎかと

思います。ほかの事例は恐らく，利得が生じているのでしょうけれども，

その辺りのことについても十分考えながら，設計をしていただきたいと思

っています。 

○岸井座長 これについてはいかがですか。 

 これはいろいろ議論があり得るところだと思います。もし事務局の方で，

何かこれについてコメントがありましたら，どうぞ。 

○向井参事官 ここは制度設計をどうするのかという，政策判断とも絡むかと思いま

す。 

 ここで参考となりますのは，独占禁止法ではありませんが，金商法の裁

判例で，参考資料集の60頁にありまして，開示書類に虚偽記載をしたこと

に対して課徴金が課された事例です。 

 こういうものについて，一定の算定方法が法定化されておりまして，そ

れで課徴金額を決めたわけです。 

 しかしながら，原告の主張としては，虚偽記載をした人は具体的な経済

的利得がないではないかということで，不当利得を得たこと又はその可能
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性があることを立証しないと，課徴金を取るというのはおかしいのではな

いかという主張があったわけです。 

 しかしながら，地裁，高裁レベルでは，具体的な経済的利得があるかど

うかというのは，特に法律の要件ではないということで，主張は受け入れ

られていないということです。 

 例えば談合につきましても，本当に全く利得がないのかというところは

検証の余地がありまして，例えば受注することによって利得が生じるケー

スもありますが，受注しなくとも，談合金を受け取っているケースもあり

得ますし，受注した他社の下請をすることで利得があるケースもあり得ま

す。 

 また，別の取引として利得があるケースも出てくるのではないかという

ことですので，例えば根拠を持って観念できる利得というのが示せるとい

うことになりますと，場合によっては，そういうものを根拠として課徴金

を課すということも政策上はあり得るのではないかと思います。 

 一方で，経済的利得がないのだということであれば，そういう場合にま

で本当に課徴金を課すのかということは議論になると思いますので，どう

いう金額を課すのかという制度設計のときに，そこは十分考慮するという

ことになるのではないかと思います。 

○岸井座長 そうですね。いかがですか。よろしいですか。この点については。 

 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 ②については，私も例えば談合金を受け取っているとか，そういうケー

スでは，課徴金を課される場合があるのかなという気はいたします。 

 ①の国際市場分割カルテルとか，あるいは国内の市場分割カルテルもあ

り得ると思いますけれども，市場分割カルテルとか，⑤の終了後に売上げ

が発生するようなケース，これらについて，制度設計の問題ですが，どの

ような課徴金にするのかというのは，いろいろなやり方があるので，これ

は報告書に多分，そこまで書かないということなのですかね。 

○岸井座長 これは余り具体的に書くと，選択肢がいろいろ出てきてしまうので。 

○泉水会員 そうですよね。例えば一つのアイデアとしては，売上額を推定すること

もなかなか難しいというケースについては，例えば売上額がある事業者の
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平均を取るとか，あるいは謙抑的に違反行為者の中で最も少ない売上額を

ベースに算定するといったような仕組みも多分あり得るのかなという気は

いたします。 

 それからあと，五つの例が挙がっているのですけれども，これ以外の例

は，既に出てきているかもしれないし，今後も出てくるかもしれないので，

それはどう対応するのかという問題があると思うのです。 

 これについては，法律に書くのはなかなか難しいと思いますので，例え

ばガイドラインとか運用基準のような形で，具体化するとかという方法も

あるのではないかと思います。 

○岸井座長 いかがですか。 

 今の入札談合に参加して売上額がない場合は，先ほど金商法の判例を紹

介していただきましたけれども，あの基準からすれば課徴金を課せるので

はないかと私も思うのですけれども，これはまた議論をもう少し詰める必

要がありますので，これはこういう可能性を一つ提示したということで御

理解いただければと思います。 

 それで，もう一つ泉水会員が最後に指摘した点ですけれども，これ以外

の例が出てきたらどうするかというので，独占禁止法の課徴金は，今まで

の規定を見ても，大体，従来の例を基に条文を作ると，それから外れる新

しい行為が出てきて，そうするとそれをどうやって処理するかで四苦八苦

して，そうするとまたそれで，紛争が起こって，裁判になるということに

なっています。余り無用にそういうエネルギーを使うことになるのはいか

がなものでしょうか。この点，報告書（案）では，22頁のオのところで，

「過去の事例等から類型化できるものは可能な限り法定した上で，それぞ

れの類型ごとにいずれの金額を算定基礎とするかを明確化する」と書いて，

その次のカで，「事前に想定し切れない類型に対応できるよう，法定した類

型に準ずるものを政令等で追加できる」という，こういう立て付けになっ

ています。 

 今，泉水会員の指摘を受け，私もそう思うのですが，法定して，明確化

して，何か新しいのが出てきたら，いちいち政令で追加というと，これは

かなり大変なのではないかと思うので，要件を一般化し過ぎたらまずいで
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すけれども，ある程度抽象化して，一定のタイプの行為が入るような形の

規定の仕方にして，それを運用基準みたいな形で，具体化するのは公正取

引委員会に任せて，新しい類型にも，一定の範囲では柔軟に対応できるよ

うにしてはどうかと思います。それで，何か別の新しい類型が出てきたら，

政令で規定しないといけませんが。 

 そういうような立て付けにした方が，そもそもこういう制度を新しい形

で入れるということなので，それが実効的に運用できるようにするには，

そういう方向がいいのではないかと思うのです。 

 恐らくそういう趣旨も含まれていると思うのですけれども，その辺のこ

とはもう少し書き込んだ方がいいかなという気がするのですけれども，「い

や，そうじゃなくて，絶対に法定でがちがちに縛れ。」という意見もあるの

かもしれないのですけれども。どうぞ。 

○向会員  ありがとうございます。 

 その点は是非検討させていただきたいとも思いますが，今おっしゃった

要件をある程度抽象化するという方法につきまして，例えば文言案のよう

な形で，もう少しイメージを頂ければとも思うのですが。 

○岸井座長 そうですね。では，これは，それも含めて，あるいは具体的な制度設計

の話になりますので，余り具体的なこういう条文にするとかというような

ことまでは，ちょっと無理かもしれませんけれども，一定の枠組みみたい

なものは示せるかなと思います。それはよろしいですか。 

 それも次回以降に入れていただくということで，ほかにいかがでしょう

か。 

 大沢会員。 

○大沢会員 今のところと少し関連するかもしれないのですけれども，確認の意味と，

非常に素人からの質問ということで御理解いただきたいのですけれども，

オのところに，「裁判所による適切な審査を実現すること等により」という

ところがあるのですけれども，今みたいにグレーのような，これからいろ

いろな問題が出てくると思うのですけれども，そういったときには，それ

で決定に不服がある場合は裁判所に訴えて，それで裁判所でそれはおかし

いという司法判断がされれば，例えば金額を修正するとか，そういう形で
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の事後チェックはあり得るという，そういう理解でよろしいのでしょうか。

不服が出た場合，当然裁判があると思いますので，それを教えていただけ

ればと思います。 

○岸井座長 これはいかがですか，事務局からお願いします。 

○向井参事官 今のように，例えば公正取引委員会の課徴金の基礎となる売上額の認

定の範囲が間違っていたという場合には，本当に全面的に間違っていたと

いうことになりますと，課徴金納付命令自体が取り消されるということも

あろうかと思います。 

 しかしながら，ほんの一部だという場合には，多分その部分を修正して，

課徴金の額を減らすという形の判決ということもあるのではないかと思い

ます。 

○岸井座長 それでは，やはり売上額の範囲について時間が掛かりまして，大分細か

い議論も含めてやってきたのですけれども，特に付け加えて何か議論する

ところ，ありますでしょうか。よろしいですか。 

 では，この項目は全体として，報告書（案）に書かれた内容で，一部，

課題が出されましたけれども，これで基本的にこの研究会の意見…… 

 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 細かいことで恐縮ですが，23頁の②，①～⑤まである②でして，違反対

象商品が外国ユーザー向けに販売されている場合についてですが，私の理

解では，これについて，少し誤解を与えかねない記述かなという気がしま

す。 

 まず，外国ユーザー向けに販売された商品は，現行法では課徴金の対象

外だというのが私の理解なのですけれども，「私の」というのは残念なこと

に，東京高裁判決が出ておりまして，これも課徴金の対象になるという判

決になっております。それを前提として，報告書（案）ができているわけ

だと理解しています。 

 ただ，例えば世界同一の国際カルテル事件について，いろいろな競争当

局が審査していくと，通常，アメリカやヨーロッパ，あるいはアジアの競

争当局よりも，我が国の公正取引委員会が一番早く法的措置を採ることが

多いと思います。 
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 とすると，公正取引委員会が法的措置を採って課徴金納付命令を出す段

階では，他の国の競争当局は，課徴金等を課していないはずです。なので，

多分②には当たらない。②には当てはまるのは，実際に競争当局が既に課

徴金等を課している場合であって，違反対象商品が外国ユーザー向けに販

売されているというだけでは，減額される要因にならないのではないかと

思います。というので，②に当たって減額されるケースは，実際にはそん

なにないのではないかと思います。 

 あるいは，もし当たるのだとすると，例えば事業者に対して「他の国が

その売上額を基に制裁金を課しますか。」と事業者に聞いて，「他の競争当

局からも課されるから減額してくれ。」という主張をしていただくというよ

うな形になるのですかね。 

 また，後から他の国が制裁金，課徴金を課したからといって，後から既

に出された課徴金納付命令の課徴金額を減額するというのは困難だと思う

ので，そういう意味で，②の射程は狭いのかなと理解しています。その点

ちょっと今の報告書（案）の表現では誤解が生じるかと思います。 

○岸井座長 事務局の方でいかがですか，これは。 

○向井参事官 今，泉水会員がおっしゃいましたように，限定的と考えております。 

 実務上は，国際カルテルにつきまして，公正取引委員会が課徴金を課し，

例えばＥＵが制裁金を課そうとする場合に，制裁金のベースとなる売上額

をＥＵとして認定するわけですが，その中で例えば日本の売上げと重なっ

ている部分があるという場合には，ＥＵとしてはその重なっている部分を

算定の基礎から外すという運用をしているようです。 

 現行の制度ですと，そういうような運用が我が国ではできないというこ

とです。 

 そういう場合について，対応する規定を設けてはどうかということでし

て，②のようにその商品が全て外国ユーザーで，他の当局が制裁金等を課

していませんという場合まで控除するということではなく，飽くまで我々

のイメージとしては，他の当局が既に制裁金等を課している場合に，公正

取引委員会が更にそこを重複して課徴金を課す必要があるのかという観点

から外そうという発想ですので，今おっしゃいましたように，②というの
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は若干広くて誤解を招く可能性があるということです。 

○岸井座長 そうですね。 

 向会員，どうぞ。 

○向会員  今の議論は，だからといって，この記載から②を外しましょうというこ

とではないと理解しているのですが，私の理解の限りでは，例えば中国の

当局が，日本よりも早く調査を開始し，処分を出すということはあり得る

と思いますので，やはりほとんどないとも言い切れないように思います。 

○岸井座長 そうすると，これはもう一度確認ですけれども，外国の競争当局と日本

の競争当局が，同じ売上額について二重に課徴金を課すという事態を想定

しているということですね。 

○向井参事官 はい，そうです。 

○岸井座長 ですから，これは国際的ないわゆる二重処罰というと，ちょっと語弊が

ありますけれども，二重賦課の調整の問題になると思いますので，そうい

う趣旨に，表現を若干変更，修正した方がいいかもしれませんね。よろし

いですね。 

 泉水会員の質問趣旨もそうですね。 

○泉水会員 向会員等の言われた趣旨と同じです。 

○岸井座長 これは，そういう形で，修正を考えていただくということにしたいと思

います。 

 それでは，ほかにありませんか。 

 それでは最後，第３グループで，あと時間が６分前になっているのです

けれども，最初にもお断りしましたように，若干延長させていただくとい

うことで，算定期間，算定率，それから最後の加減算です。加減算は，調

査協力との関係は除いた加減算ですけれども，これについて順次議論して

いただきたいと思います。 

 最初の算定期間，どこからでも構いませんけれども。 

 及川会員，どうぞ。 

○及川会員 ありがとうございます。 

 算定期間についてなのですけれども，23頁にありますように，本研究会

での結論ということで，３年うんぬんということなのですが，例えばとい
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う中で10年という数字が出ています。 

 24頁にかけて，過去何年にもわたって，売上額を把握することにより事

業者に過剰な負担が生じないようにということで，官公庁の帳簿ですとか，

書類の保存期間が５年であったことという今までの安定性を考えて照らし

ますと，10年というのは大変大きな期間になっているのではないかと思っ

ています。 

 その10年という根拠の中に，会社法上の書類保存期間10年ということを

書いてあるのですけれども，361万の中小企業がある中で，会社法に基づく

ものはむしろ半分にも満たないです。それ以外の法人の方が多いという実

態から考えますと，会社法上の10年というのは，突然に出てきた数字に思

えるということです。 

 この10年ということは，中小企業の実態に大変合っていない数字だとい

うふうに思っていまして，私どもは反対します。 

○岸井座長 井手会員，どうぞ。 

○井手会員 ３年という上限を廃止するということについては，異論はありませんし，

それから24頁のイに書かれていますけれども，10年に近いものというのは，

非常に例外的なものだと理解しており，平均で４年ということですので，

私は先ほど提案がありましたように，５年でやるのはどうかと思います。 

 それから後の方にも出てきますけれども，不当利得が平均で13.5％，こ

れは景気によって大きく変動してくるし，リーマンショックみたいなもの

もあったりすると，非常に変動するものですけれども，ここに出されてい

る13.5％という数字のことを考えれば，経団連さんが言われたように算定

期間５年で算定率20％という形でやるというのが非常に望ましいのではな

いでしょうか。 

 引き上げるということにすると，そこでまたある程度，裁量の余地とい

うのも幅が広がると思いますので，私の考えとしては，やはり算定期間５

年で算定率20％というのが妥当ではないかというふうに思っています。 

○岸井座長 分かりました。 

 ほかにいかがですか。 

 井上会員，どうぞ。 
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○井上会員 算定期間５年で算定率20％というのは，我々でなく向会員から日弁連の

御提案として御提出いただいたものであり，経団連の提案ではございませ

んので，念のため申し上げます。 

この算定期間３年が短いので例えば10年にしようという点につきまして

は，現在の算定期間の上限を見直すという方向性自体は考えられると思う

のですけれども，やはり今，及川会員からも御発言ありましたので，いろ

いろな影響を見ながら，例えば徐々に延ばしていくというような方法とい

うのはあるのではないかと，一つ思います。 

 それと，報告書（案）の24頁のウのところで，例えばということで①，

②とあります。これは両方セットということではないですね。要するに，

①で算定期間を10年にしておいて，また更に②のような措置をするという

意味ではないことを確認させてください。 

○向井参事官 例示ということですので，①のような方法もありますし，例えば②の

ように算定期間を無期限にして，簡易な算定方式を入れるというやり方も

あろうかと思います。両方か又は一方かという限定は考えておりません。 

○井上会員 無期限というのはないと思われます。要するに書類の保存から考えても

無期限というのは難しいと思いますので，期限を区切ってということにな

ると思います。 

 それとこれは質問ですけれども，除斥期間につきましては，特に見直し

の予定はないということでよろしいでしょうか。 

○向井参事官 現状は実行行為が終わってから５年ということですが，この研究会で

は，今のところ議論がございません。 

○岸井座長 ほかにいかがですか。 

 向会員，どうぞ。 

○向会員  以前から，日弁連として，算定期間と算定率に関して，繰り返し申し上

げてきておりまして，一方で，先ほども御紹介いただきましたように，５

年や 20％といった具体的な形で申し上げているわけですが，他方でそれは

無条件にそうすべきだと申し上げているわけではありません。 

 その趣旨は，要するに，この研究会での議論を通じて形成される全体と

しての制度設計の中で，それは私どもの理解といたしましては，この後に
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出てくる調査協力インセンティブの拡充との関係での課徴金の減算につい

ての議論も含みますが，そういった新たな制度が実現されるときに，現状

のままの総額において，ただ協力すれば減るということで制度として良い

のかということとのバランスも含めての話になります。この場で，引上げ

に明確に無条件で賛成ということでもなく，他方で反対ということでもな

く，この後の議論も踏まえて，私どもとして次回か次々回に，もう一度意

見を申し上げたいと思いますが，ただ今，発言させていただいたのは，先

ほど来，日弁連の立場として御紹介いただいている内容が，日弁連として

算定期間が５年で算定率は20％ということを無条件で提言させていただい

ているような受け取られ方をしているような印象もありまして，仮にそう

であるとしますと，そうではございませんということを申し上げたかった

ということです。 

○岸井座長 ほかにいかがですか。 

 中原会員，どうぞ。 

○中原会員 課徴金の算定方法に関する細かいことなのですけれども，25頁の一番上

の（２）で，現行法上は違反行為をした日から違反行為がなくなる日まで

の期間が算定期間とされ，日単位で計算するとされています。しかし，仮

に算定期間が現行法よりも延びた場合，違反行為の期間を日単位で立証す

ることに大きな負担がかかることも予想されます。そこで，これを月単位

で計算することにして，日単位の端数を切り捨てるような形で，例えば違

反行為をした日の属する月の翌月から違反行為がなくなる日の属する月の

前月までとすることによって，厳密に何日だったのかということを巡る争

いが減るのではないかと考えられますので，是非御検討いただければと思

います。 

○岸井座長 大竹会員，どうぞ。 

○大竹会員 私も中原会員に賛成です。 

 元々，不当利得との関係は，薄らいでくるわけですから，算定期間の中

で開始した月と終了した月に属する日数を算定しないでその間の期間を月

単位で取るという方が，合理的ではないかという感じがします。 

○岸井座長 具体的にはどんなことでしょうか，四捨五入みたいな形にするのですか。
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それとも翌月からにしてしまうのですか。 

○中原会員 違反行為をした日の属する月の翌月から違反行為がなくなる日の属する

月の前月までというような形が考えられるのではないかと思います。 

○大竹会員 そうすると，違反行為期間内で短くすることになるので，事業者にも不

利益にならないのではないでしょうか。 

○岸井座長 いろいろなやり方があると思うのですが，これは一つ有益な御提案だと

思いますので，考慮していただくことでお願いします。 

 ほかにいかがですか。 

 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 先ほどの冒頭の話に戻りますけれども，課徴金の算定期間の問題ですけ

れども，先ほど違反行為期間の平均が約４年というお話だったのですが，

以前もお話ししたと思いますが，課徴金算定期間が３年に限定されている

状況下において，遅くともこの日から違反行為があったという形で認定さ

れるのがほとんどなものですから，３年よりもちょっとぐらい長いので「遅

くとも」と書いているので，実態として約４年とあるわけではなくて，も

っと長いのだろうと思います。 

 また，10年近いものもあるとすると，例えば５年に限定するという必要

はないし，10年近いのは算定期間を10年とすればいいのではないかと思い

ます。 

 それから帳簿の保存義務については，会計法上の会社，つまり株式会社

は少なくとも10年の保存義務がありますし，六法を見ていたら，商法には

「商人」の概念があって，「商人」の帳簿保存義務は10年なのです。多分，

「商人」に該当しない事業者はいないと思うので，この商法がどれだけ守

られているかはよく知りませんが，そういう意味では，商法上の帳簿保存

義務という10年が妥当と思います。 

 それから，金額についても，繰り返しになりますけれども，13％が平均

だとしても，それはデフレの時代とかリーマンショックがあったという時

期にたまたま重なっているということだと思いますので，13％よりも金額

は実は大きいかもしれないと思います。 

○岸井座長 どうもありがとうございます。 
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 及川会員，今，泉水会員が指摘した点ですけれども，今，私も先ほど言

われて改めて商法を見ましたけれども，商法第19条には，「商人は，帳簿閉

鎖の時から十年間，その商業帳簿及びその営業に関する重要な資料を保存

しなければならない。」とあります。「商人」であり，「会社」だけではない

ですから，その辺は御注意ください。 

 それから，いろいろ議論が出ているところで，そもそも論を言ってしま

うのですけれども，算定率と算定期間が20％で５年か，10％で10年かとい

った議論は，私は，最初にも言いましたけれども，基本的には，この議論，

私はこの報告書（案）でも算定率のところで，制度全体として違反行為抑

止に十分な課徴金の水準を実現できるとも考えられると書いてあるので，

この中で検討すべきと考えています。そもそも，期間と率を何か掛け合わ

せた額で，課徴金の本来の趣旨，目的をちゃんと達成できるかといったら，

そんなことはないと思うのです。５年で少し高くしても，あとの５年分を

取られないのだったら，結局，違反行為を長くやった方が得だというのは

同じですよね。 

 それから逆に，10年にするから率は少し低くしてもいいでしょうといっ

て，先ほど言ったように，普通は10年も続くカルテルなんてそう多くない

ですから，そうすると，別に期間を長くしたからといって率を低くする必

然性はどこにもないのです。 

 ですから，私は，これは全体の水準ということで，政治的とは言いませ

んけれども，何らかのそういう調整の話で出てくるのは分かりますけれど

も，本来の筋は，算定率も算定期間もどちらも抑止効果の観点からしたら，

私はそれぞれどちらも今，不十分で，上げるべきもので，そのそれぞれに

ついて，期間が十分なのかどうか，算定率が十分なのかどうか，それぞれ

別個に議論して，その上でやらないと，何か最初から労働組合の団体交渉

みたいな話でやるのは，これは私の個人の意見にもなりますけれども，私

ははっきり言って反対です。それは好ましくないと思っております。 

 最後，どういう形になるかは別として，そういう筋で，私は議論してほ

しいのです。 

 そうすると算定期間10年というのは，現行の上限期間である３年が短い
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のははっきりしているし，５年でも短いです。それで，違反行為期間を見

ると，10年近いものも出ています。今までは結局，３年以上は取れないか

らというので，余り過去のものは具体的な認定をしていなかったのです。

それが多いということですから，期間を長くするのが何で駄目なのかとい

うのは，私は分からないということが１点です。 

 それから算定率についても，平均で13％と言いましたけれども，前に公

正取引委員会の事務局が具体的な率を出してくれましたけれども，10％だ

と大体これで取り切れないカルテルが，半分近く出てくるのです。だから

半分は言わばお目こぼししているというのが，今の実態でありまして，こ

れを一定の水準に上げるというのは，これも筋論としては当然だと思うの

です。 

 その上で，全体としての抑止効果というのを考えるならば，先ほど言っ

たように，両方がバーターで取引できるようなものではないのですけれど

も，一定の相関関係がもしあり得るのだったら，そういう形で議論するの

は分かります。私はこういうふうにしなければ，この議論は，筋が通らな

いと思います。 

 だから，この制度全体として違反行為抑止に十分な課徴金の水準という

のは，議論はもちろんしていただいていいし，これからいろいろな形で立

法作業が進んでいくと思うのですけれども，基本は算定期間も算定率も，

それぞれが違反行為の抑止に有効な水準かということを出発点にして，検

討していただきたいということです。 

 中小企業の場合は，これはいろいろ議論があると思いますけれども，私

はこの報告書（案）で書かれている売上額との関係で見るというのは，こ

の議論自体が，どれだけ具体的にきちっと当てはまるかという問題は検証

しなければいけないですけれども，例えばＥＵの総上限というのは，世界

全体の総売上高の10％です。 

 そうすると，中小企業で専業でやっているようなところは，すぐ総上限

の10％というのにかかってしまうのです。ですから，少なくともＥＵの総

上限というのは，これは実質的には中規模以下の企業の上限を抑えるため

の基準として機能しているというのが私の理解です。そういう観点から中
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小企業算定率について考慮することは，私はあり得ると思っております。 

 それを前提にしてですけれども，算定期間と算定率の水準については，

余り両者の取引みたいな議論は，私は最初からすべきではないし，この報

告書の書きぶりも，そういうことを踏まえた議論にしてほしいということ

です。 

 以上，私の個人的な意見も含めて申し上げました。 

 向会員，どうぞ。 

○向会員  ありがとうございます。 

 今，御説明いただいた点は，議論の最初の方でも御指摘のあったところ

だと思いますし，一般論として理解しているつもりではあるのですけれど

も，その議論の中に，先ほども議論があったことかもしれませんけれども，

やり得になっているとか，不当利得が剥奪し切れていないとかということ

になっていくと，その不当利得をどうやって算出したのかとか，本当にそ

の事案において，どのぐらい不当利得があったのかをどうやって確認して

いるのかという議論になり得ると，私も思っております。 

 これはこの後の業種別算定率であるとか，あるいは加減算の中での例え

ば支払能力の話とも関係するのですが，事案によっては，例えば極めて典

型的な卸業者であって，その利益率に関する議論を踏まえてもとても10％

という不当利得があるとは思えないような事例があり，そういうときに，

極めて過大な課徴金が算出されて，それについては一切の調整弁がないと

いうようなことで良いのかという問題意識はございまして，日弁連として

も，業種別算定率も維持されるべきではないかということを申し上げてい

ますし，支払能力の点も，同じようなお話であって，正に今，座長の方か

ら御指摘いただいたような違反行為の抑止という発想で考えるというとこ

ろから議論を始めたときに，場合によって必要になってくる調整というの

も併せて議論されるべきではないかと思います。 

 それが今の報告書（案）の中では必ずしも踏まえられていないのであれ

ば，全体論として賛成しかねるということもあると思います。 

○岸井座長 分かりました。 

 恐らく今，向会員が言われたことは，27頁の制度全体として違反行為抑
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止に十分な課徴金の水準が実現できるかどうかという，この文言に集約さ

れているので，これをどう理解するかということで，恐らくこれ以上は，

具体的には，今の議論では書けないと思いますし……どうぞ。 

○向会員  すみません。具体的に申し上げることができておりませんでした。 

 報告書（案）の27頁の枠の中の結論には，業種別算定率について，廃止

と明言されておりまして，これに対して私どもはそもそも廃止には反対の

立場なわけですが，報告書（案）の本文にはそれとは別にこれを維持する

場合についての記載もありますので，その可能性がある以上，それを踏ま

えた記載になるべきだと思いますし，今指摘させていただいた枠の中の冒

頭の結論部分とは異なる内容を述べている部分に賛成であるということで

す。 

○岸井座長 これは，そうすると具体的な提案はどういうことになりますか。 

○向会員  具体的には，イメージとして申しますと，例えば中小企業算定率に関し

て書かれているようなことと，同様のことが書かれれば良いのではないで

しょうか。おおむね問題として指摘されているのは，企業グループの中で

の位置づけと言いますか，問題であって，それについては同じような対処

が可能であるはずだということです。 

○岸井座長 それは29頁のところですね。ではこの業種別算定率については，前回も

少数意見と多数意見が分かれましたので，改めて議論したいと思いますけ

れども，見直しの方向性ということで，この記述はグループ単位で見ると

か，あるいは場合によっては，卸とか小売の純粋なものに限定するかとい

う議論と思います。どうやって限定できるかは，私は分からないですけれ

ども，元々制度設計が困難だから，公正取引委員会が裁量でやるならいい

けれども，それ以上できないのではないかというのが，この報告書（案）

の書きぶりで，こういうことを認めるのだったら，業種別算定率を残すこ

ともあり得るという，そういう書き方をしています。これではまずいとい

うことですか。 

○向会員  例えば企業グループ単位でものを考えるというルールが確立すれば，こ

れまで弊害として指摘されているような係争というものの数が多分減るの

ではないかと思います。 
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 新しいルールを前提にした上で今後の論点が形成されるわけですから，

少なくとも，従前起こってきた問題は，相当程度，事前に解決されていく

はずだと理解しますし，そういう前提で，この業種別算定率を残すという

ことは，十分考えられるのではないかということです。 

○岸井座長 ほかにいかがですか。 

 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 業種別算定率の議論になっておりますので，これについて，前回もお話

ししたとおり，私自身は廃止に賛成します。 

 というのは，実態として，卸・小売と製造業で，実態がそんなに分かれ

ている事案はほとんどなくて，実際には多くが「その他」に属しているの

だと思います。 

 その上で，実は向会員に教えていただきたいのですが，例えばエア・ウ

ォーター事件については，どういうふうに解決されるのでしょうか。あれ

は会社グループで処理できない事案だと思いますけど。 

○向会員  すみません。今，具体的な事案に関して，何か申し上げる準備がござい

ません。 

 ただ，業種別ということに議論が集約されているように思うのですが，

私の究極的な意味での問題意識は，先ほども少し申しました支払能力の問

題ということなのかもしれません。要するに，今のこの報告書（案）の仕

組みによると，仮に計算の結果，過大になったときの調整弁がないのでは

ないかということです。この報告書（案）で示されている制度設計では，

どこにも，ある事業者に，そのような過大な金額を課して良いのかという

問題意識に直面したときの解決の手だてが見当たらないのではないかとい

うことです。 

 どこかに調整弁が必要ではないかということで，例えば業種別算定率を

残すということで手当てをしておくのも一つだと思います。それは，過去

事案により，それが機能してきたケースが実際あるはずだということです。

あるいは支払能力の問題として対処することも考えられます。これは海外

でも導入されているものですので，それを導入するということも，あって

もいいのかもしれません。 



 

 -56-

○岸井座長 支払能力の話になると，また別の論点が出てきてしまうので，業種別に

ついては，公正取引委員会の裁量で認めることもあり得るという，そうい

う議論でよろしいのですね。 

○向会員  はい，その点はそのように考えます。 

○岸井座長 そうすれば問題事案も減るから大丈夫だろうという，そういう意見だと

いうことですね。分かりました。 

○及川会員 これは是非，小売と卸の関係業界からの声を是非拾っていただいて，参

考資料に付けていただくなど，もう少し現行からパーセンテージが大きく

変わるか，その結果，どういう影響があるのか。小売，卸，特に両業種，

是非聞いて確認していただきますようお願いします。 

○岸井座長 それは意見を聞いてもらいたいということですね。これは……どうぞ。 

○大竹会員 先ほどの御意見が，業種別算定率のところで，公正取引委員会の専門的

知見による裁量を使って，卸・小売かどうかなど，どの業種に当たるかを

判断することもあり得るという御趣旨であるとすれば，この判断を適正に

司法審査をするのが難しくならないかという懸念がございますし，このよ

うな裁量判断が，一般に認められている裁量判断と同じなのだろうかとい

う疑問もあるように思います。 

 また，少し前に戻りますけれども，算定期間のところで，報告書（案）

の24頁で，10年に近い事件も存在していると書いてございますけれども，

参考資料集別紙12の表を見ると，５年を超える事件が相当数あることが分

かりますので，５年を超える事件も相当数あり10年に近い事件も存在する

という書きぶりの方が，５年案を採用できない理由が明確になるのではな

いかと思います。 

○岸井座長 表現は今の御指摘も踏まえて，また考えさせていただくということにし

たいと思います。 

 議論が少し拡散してまいりましたので，改めて算定期間，算定率の話を

確認させていただきますが，いろいろ意見が出ましたし，私もちょっと個

人的な意見を言わせてもらったので恐縮ですが，算定期間はこういう形で，

この記述で基本的に問題ないかということで，特に事務局の方から詳しく

説明されて，ほとんど議論は出ませんでしたけれども，企業グループ内で
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の事業譲渡の場合も，算定期間の問題が出てくるので，これも考慮すると

いうことも，ある意味で当然のことだと思いますので，これも問題ないか

なと思います。 

 それから，25頁，これは議論が，先ほどやった当該商品又は役務の話と

リンクしてくるのですけれども，25頁の上に書いてある「実行としての事

業活動」による算定期間の要件を外すということですね。これは私の方か

ら説明しますと，課徴金の算定基礎は，「実行としての事業活動」の間にお

ける当該商品又は役務の売上額ということなので，当該商品又は役務の時

間的な範囲を決める概念が，「実行としての事業活動」です。 

 ですから当該商品又は役務の売上額を，先ほど言ったように，一定の取

引分野において違反行為者が供給した商品又は役務の売上額という形でや

ると，これは，当然違反行為は成立した時点からということになりますの

で，改めて「実行としての事業活動」という要件を立てる必要はなくなる

ということです。この論点は，先ほどの当該商品又は役務の話とリンクし

ている問題ですので，こういう整理になるのかなということです。 

 これも細かい解釈をすると，またいろいろ議論が出てくるのですけれど

も，基本的には，これは当該商品又は役務の要件を，先ほど言ったような

形で変えるとすると，これは当然，「実行としての事業活動」についても変

えないと，条文上ではリンクしている問題ですので，これも基本的に問題

ないかなと思うのですけれども，これもよろしいですか。 

 それでは，算定期間のところは基本的に了承されたということで，算定

率のところも先ほど言ったように，最後のところの見直しの方向性のとこ

ろはいろいろな読み方があり得るということで，この書き方で一応，意見

集約をしたという，そういうことでよろしいですか。よろしいですね。 

 それから，業種別算定率については，先ほど言ったように，これは残す

べきだという意見，残すと，先ほど大竹会員が言ったように，今までの裁

量の話からすると，全く異質の裁量を認めないと，制度設計ができないの

ではないかということです。 

○向会員  その点については，裁量というよりも，一応，事実認定ということなの

ではないでしょうか。つまり概念としては存在しているわけですから，そ
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れを企業グループ単位で見ましょうということですから，純然たる裁量と

いうことではないのではないでしょうか。 

○岸井座長 ただ，業種の相違というのを，今までも卸売の基準に該当するか否かを

認定した上で，それでその卸売の取引の割合が何％でというようなことを

非常に細かく全部認定していたのです。 

 それで，しかも一応どちらか業種を決めなければいけないから，過半理

論にしようとか，そういう話でやっていたのですけれども，企業グループ

が入ってきて，またそれで過半理論でいいのですかという問題もあります。 

 企業グループだと，いろいろな取引がありますよね，グループ内の取引

もありますし。そういうことを全部やっていくと，恐ろしく複雑な規定に

なるのです。 

 ですから，何か残るからというのは分からないでもないのですけれども，

是非残すべきだというのであれば，むしろ実際にそういう制度設計ができ

るかどうかということを，何らかの形で御提案いただくとか，こういう形

ならできるとかしないと，運用できっこないような法律を作るのも，ちょ

っと難しいかなと思ったのです。 

 どうぞ，向会員。 

○向会員  少なくとも今日までの議論であるとか，あるいは現在この報告書（案）

に書かれている内容からしますと，なぜ業種別算定率を廃止すべきなのか

ということについて指摘されてきているのは，要するに，企業グループ内

での単体の存在としては，卸業者的な機能を果たしているので，卸業者と

しての算定率が適用されるべきだという議論が，多々，提起されているけ

れども，それは不合理なのではないかという議論だと理解しております。 

 そういった内容を議論の成果として報告書にまとめたときに，それが一

般的にどう受け取られるかを考えると，その問題については企業グループ

単位で考えれば良いのに，なぜその理由が業種別算定率廃止の理由になっ

ているのかが分からないという受け取られ方をするのではないかと考えま

す。今，座長からおっしゃられたような御指摘であるのなら，それはここ

に書かれていることとは少し違うような印象を，私は受けております。 

○岸井座長 分かりました。 
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 私は制度設計のことを言いましたけれども，28頁の最初のところに，そ

もそも不当利得との関係自体が希薄であるということは，恐らく前回もか

なり議論したと思いますし，それは当然の前提にして申し上げたつもりな

のですが。 

 泉水会員，どうぞ。 

○泉水会員 企業グループで見るというのが，私の中ではイメージが湧かないので，

教えていただきたいということなのですけれども，企業グループの中で見

るということは，そもそも卸か小売かその他かというのは，個々の取引ご

とに見ますので，当該事業者あるいは会社の属性が卸か小売かということ

を見るわけではないのです。 

 なので，そもそもそんなことできるのかという疑問があるのですが，仮

に企業ごとに取引を見たとしても，その企業グループ内で当該違反行為を

行っている会社は，卸あるいは小売なのだけれども，でも会社グループの

中に当該商品のメーカーがいたら，それは総合単位ではメーカーとなって，

今であれば課徴金算定率が10％になるという，そういう整理なのですかね。

そういう意味で，会社グループという整理で理解すればいいということで

しょうか。 

 とすると，例えば小売業者で，大規模スーパーマーケットチェーンなん

かがあった場合には，自社ブランドの商品をたくさん作っていますから，

そうすると会社グループとしては，それはメーカーですよね。ということ

になりそうですが，そういう理解でよろしいのですか。 

○岸井座長 そうですね。 

○向会員  個別具体的な事例がどう扱われるのかというのは，それはその事案ごと

に整理されていくべき問題だと思いますけれども，例えば極めて素朴な言

い方で申しますけれども，常識的な意味合いでの自社工場を持ち，生産計

画を立て，それに基づいて生産し，販売をするということを企業グループ

として，全体としてなさっている場合には，それは製造メーカーだと思い

ますが，そうでなければ，それは卸業者であったり小売業者であったりす

るわけで，そういった理解を前提としつつ，例外的に境界線上の事例もあ

るのかもしれないと考えております。 
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 どういった場合でも，何らかの解釈論を必要とするのかもしれませんけ

れども，総体として異論なく製造メーカーであろう，小売メーカーであろ

うと整理できる一群というか，事例はそれはそれであるわけですから，そ

のような整理は可能なのではないかと思います。 

○泉水会員 その他というか，製造業に属するかどうかですが，現在の東京高裁判決

等では，自社工場を持っていなくても，自己のために委託生産してもらう

という場合も含みますので，相当広くなるので，多分会社グループ概念を

入れたら，ほとんどがその他になるような直感を持ちます。 

 以上です。 

○岸井座長 私も，具体的に詳しく調査したわけではないので，ただ，元々想定して

いたのは純粋の小売・卸ですよね。 

 今，純粋の小売・卸というのは，恐らく街の商店とかそういうのだった

ら分かりますけれども，ある程度の規模以上の流通業をやっている，それ

でメーカーも流通業にどんどん進出していますから，もう入り乱れている

というか，融合現象が広範に起きているわけです。 

 だから，恐らく向会員が心配されるのをくくり出すとしたら，純粋の小

売業とか純粋の卸業，しかしそれらは恐らくほとんどは中小の業者だと思

います。一定規模以上だったらそんなことありませんから。 

 そうすると中小の方は，中小企業算定率で一定の手当てがされるという

ことですから，中小とリンクさせるのは，私は語弊があるかもしれません

けれども，もしそういう形で考えているのだったら，恐らくそういうもの

を，純粋の卸・小売をくくり出す規定を設けるというのも一つの手かもし

れませんけれども，実際には例えば生産メーカーとか，そういう委託関係

もほとんどないので，純粋流通であるような事業者は考えにくいですよね。

これはそういう規定を作っても，ほとんどそれをカバーするのは，今言っ

たものしか残らないと思います。 

○向会員  今，こうやって議論させていただく中でも，少し分かってきているよう

に思うのですが，例えば27頁から書かれている内容というのは，今のお話

とは少し違っていて，製造・小売・卸というものが何がしか存在し，ただ，

それぞれの利益率を見たときに，それほど実は違ってきてはいないのでは



 

 -61-

ないかという議論がまずあり，加えて，制度としても維持するための実務

的なコストが大きいという議論であるように理解しておりますが，今のお

話はそうではなくて，むしろ社会実態として，純然たる卸とか小売とか呼

ばれるものが，そもそもなくなってきているのではないかということです

ね。 

○岸井座長 ですから，それは28頁の「こうした」というところに，「事業活動の多様

化により，業種認定の困難さが増しており」という記載があり，正に今，

それを言っているわけです。 

○向会員  いや，そうではなくて，困難さが増しているのと，そもそも純然たる小

売とか卸といったものがもうなくなっているというのとは，少し印象が違

うのではないでしょうか。 

○岸井座長 違うことを言っているとは思いませんが，御意見は分かりました。 

○向会員  そういった印象がありますということです。 

○岸井座長 これだけやっていてもしょうがないので，業種別算定率については，ど

うしますか。廃止するという文言を変えてほしいという御提案ですか。 

○向会員  従前の日弁連の意見としては，そういう議論です。最終的にどういった

立場を取らせていただくかは，今日の御議論も踏まえて，一度持ち帰りま

して，また次回以降，何か申し上げることがあれば申し上げます。 

○岸井座長 では，そういう形で処理させていただきます。 

○向井参事官 座長，すみません。先ほど及川会員の御指摘で，卸・小売団体からヒ

アリングをしてもらいたいということなのですが，これは立法過程でヒア

リングをするという趣旨なのか，この研究会の報告書の取りまとめにおい

てヒアリングをするということなのかどういうタイミングをお考えでしょ

うか。 

○及川会員 ヒアリング結果を事務局から御報告いただいても結構です。要は，私ど

も中小企業団体なのですけれども，中小企業というくくりの中に，いろい

ろな業種が入っているものですから，中小企業の小売・卸が，今の１％か

２％を変えて10％になったときに，どういう影響があるのかということの

確認が，私どももしましたけれども，十分できているかというと疑問なも

のですから，どこか事務局で，きっちりこの業種の方の意見を聞いて，参
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考資料か何かにこういうことでした，ヒアリングしたらこういう声でした

ということの確認が取れれば，私ども中小企業団体としてもこの問題につ

いて，ある程度の結果が出るのだと思います。そういう意味でサポートし

ていただきたいというお願いです。 

○岸井座長 それでは時間的な問題もありますので，報告書をまとめるまでに，調査

がきちんとできるかどうかという問題は，恐らくあると思いますので，そ

れ以降にいろいろ意見を聞くという，そういう形でも構わないですね。 

○及川会員 はい。できましたらということで。 

○岸井座長 では，そういうことで処理させていただきます。 

 最後に，もう時間が過ぎてしまいましたが，課徴金の加減算です。これ

については，基本的に現状を維持するということで，新しい制度としては，

繰り返しの違反については企業グループ単位で認定してはどうかという御

提案があります。 

 これも具体的にどういう制度設計をしていくかというのについては，い

ろいろ議論が，技術的な面も含めてあり得るので，具体的にはっきりこう

いう条文とかという形では，ここまでは示せませんけれども，これも議論

としては，当然の内容かなと思うのです。 

 井上会員，どうぞ。 

○井上会員 グループ単位での繰り返し違反についてですけれども，１回目の違反行

為を関知し得ないグループ会社による繰り返し違反は除外するという考え

方が例示されています。 

 なかなかグループ内とはいっても，やはり別法人ですので，全て知り得

るかというと，そんなことはなかなかございません。やはりここはかなり

悪質といいますか，本当に加算を逃れるために子会社化しているとか，そ

ういうところになるべく限定していくというようなことが必要ではないか

なと思います。 

 また，グループであっても，例えば国の政策として別会社化されたとい

うような例もあるわけです。そういうところにおきましては個別のコンプ

ライアンスに注力し，むしろ他のグループ会社に関与しないという場合も

ございますので，その辺りもいろいろ御配慮いただければと思います。 
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○岸井座長 今の最初の方は，どこまでの範囲かということはありますけれども，グ

ループ単位で分かれているというのは，例えば最近はいわゆる情報遮断と

いう意味合いから会社を別会社化しろということになって，例えば電力会

社とか，そういうようなことを念頭に置かれているわけですね。ただ，あ

れは飽くまで情報遮断でありまして，法律のコンプライアンスなんかまで

遮断しろとは，恐らく言っていないと思うのですけれども，その辺はいか

がでしょうか。 

○井上会員 ただ，我々も，例えばインフラ企業とか，そういうところになりますと，

同じグループとはいっても，グループの中にまた大きいグループが出来上

がっていますので，そのグループごとの管理というのが通常であって，そ

れを取りまとめた全国規模でのコンプライアンスというのは当然ございま

すけれども，基本的には，サブグループごとといいますか，それぞれのグ

ループごとにやっているということだと思います。 

○岸井座長 ただ，それの統括した……私も通信とか電力とか調べたことがあります

けれども，やはり本社というか，統括企業単位でコンプライアンスのシス

テムは作っているのではないですか。 

○井上会員 それは全体の統制というのは，もちろんあります。 

○岸井座長 だから，そうすると，そこで当然そういうもののやりとりのいろいろな

会議というのは，あるのではないですか。ないと，そもそも全体のコンプ

ライアンスというのをやっている意味がなくなってしまいますよね。恐ら

く，取締役とかが担当になる，そういうコンプライアンスの会議をグルー

プ全体でやっていると思いますから。 

○井上会員 今，具体的な例が思い浮かびません。 

○岸井座長 そういうことも考慮するということです。 

○村上会員 私，ちょっと時間がもうないので，一つだけ資料提供だけ，次回，イン

センティブの議論をやると思われるので，一つだけ次回に提出してほしい

というのは，独占禁止法はＥＣとの関係でいくと，実際には裁量権を認め

ている制度というのは現行制度でも存在していて，それは何かというとリ

ニエンシーを出す，事前でも４番目，５番目の申請者，それから事後の申

請者に対しては，公正取引委員会が把握している事実を上回る事実があっ
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た場合だけ減免を有効として認めるという制度が，もう既に導入されてい

るのです。 

 ということは，公正取引委員会は基本的にその要件については，証拠評

価をしなければ，申請されてきた場合であっても，出してきた証拠が，公

正取引委員会がもう既に持っている証拠と一致するか，若しくはそれを上

回っていないということを認定すると，はっきり言えばその事業者は失格

になって，減免の資格を失うわけです。 

 公正取引委員会が既に把握しているか把握していないかを認定するため

の証拠評価というのは，ヨーロッパの感覚でいうと，もうそこは裁量の話

なのです。いちいち，上回っている，上回っていないかという，そこのと

ころに認定を立証して証明するような話ではありません。 

 それで，今あるその制度について，実際に今，公正取引委員会ではそう

いう意味で例えば４番目，５番目で申請に来た事業者に，手持証拠を把握

している事実に上回る証拠は足りないと言って，失格したような事実があ

るのかどうか。それからその評価のところを実際にどう運用しているのか。

そこだけは次回の議論に絡むところなので，今ある制度を結局どういうふ

うに実際に運用しているのか，その証拠評価というのは，もう裁量権を与

えているに近いようなものだと思うので，そこをどう運用しているかだけ

は，次回説明だけよろしくお願いします。 

○岸井座長 これは，報告書（案）にも書いてあるとは思うのですけれども，それも

含めて議論したいと思います。 

 どうぞ。 

○泉水会員 上回るという要件はなかったと思いますので，公正取引委員会が把握し

ている事実に係るものでない事実とか，そんな要件だったかと思います。 

○岸井座長 とにかく運用の話は次回に，必要によって事務局の方にもお話しいただ

くということにしたいと思います。 

 それでは，もう時間を40分オーバーしておりまして，加減算のところは

特に，これ以上議論が出なかったのですけれども，基本的には早期離脱の

減算を外して，あとは現状維持ということですので，基本的には問題ない

のではないかと思うのですけれども，ここまで意見集約できたということ
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でよろしいですか。 

 向会員，何かありますか。 

○向会員  意見としては，支払能力のことは申し上げたつもりでおります。 

○岸井座長 支払能力ですね。 

○向会員  報告書（案）の17頁に戻りますが17頁のイの３行目，４行目ぐらいから

ですけれども，処分によって競争単位が減少するというのは，究極的には，

独占禁止法の目的に沿わないというようなことも，ここにも書いていただ

いているわけですから，何がしか，どうしても過大になり過ぎるような場

合の最後の調整弁というのは，考えられるべきではないかということを申

し上げているということです。 

○岸井座長 これは必ず書いてもらいたいということですか。例えば今回の見直しで

は，手当てをせず，今後の検討課題とするという書き方をしておりますけ

れども，これではまずいですか。 

○向会員  今後の課題ということの意味なのですけれども，実際，新制度が回り始

めて，本当に過大になるケースが起こってからでは遅いと考えております。

ただ，支払能力を検討するという方策が，唯一無二の解決策なのかは，ま

だ整理できておりませんが，少なくとも17頁に書かれているような独占禁

止法の目的との兼ね合いで，過大になるときにどうするのかというのは，

何か考えられるべきではないかと思います。 

○岸井座長 今後の課題ということで，何か具体的な制度を設けてもらいたいという

提案ですか。 

○向会員  そうです。今回の新制度と併せて設けるべきではないかということです。 

○岸井座長 支払能力自体ですか。 

○向会員  支払能力というのも一つの方法だと思います。 

○岸井座長 課題ということだと，今までも裁量を統制するという形で，過大になら

ないという形で，いろいろ歯止めをかけているわけですよね。支払能力に

限定した課題ということですか。 

○向会員  例えば先ほど座長からもお話があったように，算定期間を10年とし，場

合によっては算定率を10％以上のものとするといった形で，両方増えると

いうようなこともあり得るという前提ならば，今までは生じなかった，算
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定式に基づいて算出される金額が当該事業者にとっては過大であるという

問題も起こり得るわけで，それをどう手当てするのかも，今回併せて考慮

すべきではないかということです。 

○岸井座長 併せて考慮するということの，具体的にそういう規定を設けてもらいた

いということですか。 

○向会員  そうです。 

○岸井座長 それは，今までそういう話はありませんでしたが。 

○向井参事官 多分，そういう規定はケース・バイ・ケースでしか判断できないと思

いますので，公正取引委員会の専門的知見による判断に委ねるという制度

にならざるを得ないと思いますが，そういうような制度ということでしょ

うか。 

○向会員  例えば海外において支払能力を考慮して，最終的な金額の調整をすると

いうことは既になされていると思いますけれども，それと同じことだと思

います。 

 基準に関して何がしか，まず前提となる規定があり，それに該当するの

かどうかは，その当局に判断していただく。そのための資料は事業者の方

で用意するわけですが，そういうような整理だと思います。 

○岸井座長 それは，支払能力を考慮する必要があるかどうかということ自体をきち

んと議論しないと，議論が進まないと思うのですけれども，支払能力を当

然考慮すべきだという，そういう前提で言っているのでしょうか。 

○向会員  先ほど全体の中でのバランスの問題だと申し上げたつもりなのですが，

仮にその算定期間を，今よりももっと，10年なら10年に長くする，算定率

も増えるというようなことになっていけばいくほど，それが過大になる場

合のことを懸念する必要性も高まるわけで，仮に期間とか料率もさほど今

よりも増えないのなら，そういう懸念も少ないのかもしれません。 

 それはバランスの問題ですから，今の時点で，これだけを取り出して絶

対に必要だと申し上げているつもりはありませんけれども，先ほど来の議

論からすれば，恐らくそもそもの金額は，期間にしろ率にしろ増えそうで

すので，そうであれば懸念もあるのではないかと申し上げているわけです。 

○岸井座長 それは，27頁のところで，制度全体として違反行為抑止に十分な課徴金
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の水準という，その話の一環として考慮するということでよろしいですか。

基本算定率見直しの方向性ということで，制度全体として違反行為抑止に

十分な課徴金の水準の話が出ていますね。これは算定率の話も含めてやっ

ていますので，これにいろいろな意味が込められているわけですけれども，

算定率，算定期間の話との絡みでおっしゃられたので，ここで読むという

ことでよろしいですか。 

○向会員  私自身，今日の議論を，座長の御説明も含めて持ち帰らせていただきま

すし，研究会としての議論だと思いますので，もし他の会員の方からも何

か御意見があれば伺いたいとも思います。 

○岸井座長 では，とりあえずこれはそういうことで，収めさせていただきます。 

 ほかに加減算については意見ございますか。 

 それでは，大変時間が延びてしまって申し訳ないのですけれども，今日

のところは「課徴金の加減算」のところまで意見集約ができたということ

にいたします。 

 次回は，「新制度に見合った手続保障」まで検討を進めたいと思いますの

で，特に手続保障の強化を御主張される会員においては，その具体的必要

性及び必要性に応じた強化すべき防御権の具体的な内容等について，新制

度に見合った手続保障の検討を始める冒頭で御説明いただければというふ

うに思います。 

 例えば，課徴金制度について，これまで事務局から提出された資料のう

ち，いわゆる検査妨害罪に相当し得る事例や弁護士による不適切なアドバ

イス事例というのは何回も出てきておりますので向会員にはなかなか大変

なことをお願いするのかもしれませんけれども，このような事例について

どう対処するのかというような質問も出ておりましたので，お分かりかと

思いますけれども，検査妨害のいろいろな具体例に対する対応も含めて，

是非御説明の準備をお願いしたいと考えております。 

 それから，これまでの会合で，防御権の強化への必要性や内容について

具体的な説明が，どうしても私の印象からすると，十分になされていない

のではないかという印象を持っておりますので，是非ともそういう説明を

していただきたいです。会員の間でも，防御権の強化の具体的な必要性や
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内容について十分な共通認識が形成されていないという印象を持っており

ますので，是非その辺を説得するような御説明をお願いいたします。 

 井上会員も，そういう形でお願いいたします。経済界を代表して井上会

員，それから日弁連の向会員，よろしいですね。今，言ったような形でお

願いします。それから及川会員も，お二人の説明を適宜補足していただけ

ればと思います。 

 御説明いただく際の資料は，会員の皆さんに事前に見てもらった方がい

いので，できましたら次回会合の１週間前までに，事務局に資料を御送付

ください。その方が議論が円滑に進められると思いますので，ちょっとき

ついかなとは思いますけれども，なるべく早く，遅くとも会合前日までに

は，皆さんの目に触れられるような，そういう形を是非考えていただきた

いと思います。 

 それから，前回の会合で，及川会員及び大沢会員から御依頼のあった「任

意の供述調書に対する苦情申立制度の運用状況」については，次回の会合

において事務局から説明されるということです。 

○向井参事官 事務局の方で資料を用意して，説明させていただきます。 

○岸井座長 それでは，提案の宿題というか，幾つか，今まで議論したところで報告

書（案）の修正というか，検討すべきではないかというような議論が出ま

したので，それについては皆さんの方でも考えていただいて，あるいは事

務局の方でも，もし何か可能であれば，これは別にそうしなければいけな

いということではありませんが，やっていただきたいと思います。 

 それから，今後の進め方について，事務局の方から説明していただきた

いと思います。 

○向井参事官 次回，第13回会合ですが，２月10日の金曜日，午前10時からです。 

 本日の資料を引き続き使いますので，次回会合にも御持参いただければ

と思います。 

 冒頭，座長から御提案がありましたように，今後の進め方ですが，３月

末までを一つのめどにしたいと思っておりまして，次回会合含めて，残り

３回の会合ということにしたいと思っております。 

 具体的なスケジュール等につきましては，追ってメール等で連絡したい
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と思います。 

○岸井座長 どうもありがとうございます。 

 それでは，一応，時間的には次回丸々と，次々回も全体検証以外は，基

本的には防御権，手続保障の話が中心になると思いますので，御要望にお

応えして，会合２回分近くたっぷり時間を取っておりますので，具体的な

御説明も頂いて，十分に議論したいと考えておりますので，よろしくお願

いいたします。 

 それでは，本日の会合の議事概要につきましては，事務局において作成

し，近日中に公表させていただきます。 

 別途議事録を作成し，こちらについては会員の皆様にも御確認いただい

た上で公表することといたします。 

 また，会員の皆様におかれましては，今後の研究会を御欠席される場合

には，座長を通じて意見を提出していただくことができますので，その場

合はなるべく早目に事務局に御連絡ください。 

 それでは，本日は時間を超過しましたが，次回は会議室の時間の関係で

延長が難しいと聞いておりますので，次回は，もし議論が終わらなかった

ら，次々回に回すというような形で，余り時間を延長することはないよう

に進めたいと思います。皆さんも御協力をよろしくお願いいたします。 

 どうも，今日はありがとうございました。これにて終了いたします。 


